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(57)【要約】
【課題】垂直配向モードかつノーマリブラックモードの
液晶表示装置のように、画素内に応答速度の異なる領域
が混在しても、表示画像の劣化を防止しながら高速に駆
動できる液晶表示装置の駆動方法、液晶表示装置の駆動
装置およびそのプログラムを実現する。
【解決手段】応答速度の大きく異なる複数の領域が画素
内に混在する液晶表示装置では、階調遷移強調の程度を
どのように設定しても数フレームに渡って階調が所望の
値に到達しないか白光りが発生する。第１置換処理部４
２は、前フレームから現フレームへの階調遷移が上記階
調遷移の場合、現フレームの映像データを第１の値Ｃ１
に置換し、第２置換処理部４４は、前々フレームから前
フレームへの階調遷移が上記階調遷移の場合、前フレー
ムの映像データを第２の値に置換する。また、第１の値
Ｃ１は次フレームの階調遷移強調によって白光りを発生
させずに画素を十分な速度で応答できる値に設定されて
いる。
【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　画素内に応答速度の相異なる各領域が混在する液晶表示装置の駆動方法であって、
　繰り返し行われる補正工程と、
　前回指示された階調と今回指示された階調との組み合わせが、上記各領域における応答
速度の相違に基づく表示品質の劣化が発生すると予め定められた第１の組み合わせに該当
する場合に行われる調整工程とを含み、
　上記各補正工程は、前回指示された階調から今回指示された階調への階調遷移を強調す
るように、今回の階調を補正する工程であって、
　上記調整工程は、今回の補正工程と次回の補正工程との双方における補正を調整する工
程であることを特徴とする液晶表示装置の駆動方法。
【請求項２】
　上記調整工程では、応答速度の遅い領域の階調が次回の補正工程における補正の調整に
よって今回指示された階調付近に到達できる階調であって、しかも、画素全体の表示階調
を実質的に変化させない階調へと遷移するように、今回の補正工程における補正を予備的
に調整することを特徴とする請求項１記載の液晶表示装置の駆動方法。
【請求項３】
　上記調整工程では、画素全体の輝度の平均値が今回指示された階調付近へ到達するよう
に、今回の補正工程における補正を調整すると共に、応答速度の遅い領域の階調を今回指
示された階調へ引き上げるように、次回の補正工程における階調補正を調整することを特
徴とする請求項１記載の液晶表示装置の駆動方法。
【請求項４】
　画素内に応答速度の相異なる各領域が混在する液晶表示装置の駆動装置であって、
　前回指示された階調から今回指示された階調への階調遷移を強調するように、今回の階
調を補正する補正動作を繰り返し行う補正手段と、
　前回指示された階調から今回指示された階調との組み合わせが表示品質の劣化が発生す
る第１の組み合わせに該当する場合、上記各領域における応答速度の相違に基づく上記表
示品質の劣化が低減されるように、上記補正手段により、順次、実行される第１および第
２の補正をそれぞれ調整する調整手段とを含んでいることを特徴とする液晶表示装置の駆
動装置。
【請求項５】
　上記調整手段は、応答速度の遅い領域の階調が上記補正手段による第１の補正の調整に
よって今回指示された階調付近に到達できる階調であって、しかも、画素全体の表示階調
を実質的に変化させない階調へと遷移するように、上記補正手段による第２の補正を予備
的に調整することを特徴とする請求項４記載の液晶表示装置の駆動装置。
【請求項６】
　上記調整手段は、画素全体の輝度の平均値が今回指示された階調付近へ到達するように
、上記補正手段による第１の補正を調整し、応答速度の遅い領域の階調を今回指示された
階調へ引き上げるように、上記補正手段による第２の補正を調整することを特徴とする請
求項４記載の液晶表示装置の駆動装置。
【請求項７】
　上記調整手段は、第１の動作と第２の動作との何れを行うかを、上記液晶表示装置の液
晶パネルのパネル温度に応じて切り換え、
　上記第１の動作は、応答速度の遅い領域の階調が上記補正手段による第１の補正の調整
によって今回指示された階調付近に到達できる階調であって、しかも、画素全体の表示階
調を実質的に変化させない階調へと遷移するように、上記補正手段による第２の補正を予
備的に調整する動作であり、
　上記第２の動作は、画素全体の輝度の平均値が今回指示された階調付近へ到達するよう
に、上記補正手段による第１の補正を調整すると共に、応答速度の遅い領域の階調を今回
指示された階調へ引き上げるように、上記補正手段による第２の補正を調整する動作であ
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る請求項４記載の液晶表示装置の駆動装置。
【請求項８】
　上記液晶表示装置は、垂直配向モードおよびノーマリブラックモードを備えたものであ
る請求項４ないし７のいずれか１項に記載の液晶表示装置の駆動装置。
【請求項９】
　液晶表示装置と、請求項４ないし８のいずれか１項に記載の駆動装置とを有する液晶テ
レビ。
【請求項１０】
　請求項１ないし３のいずれか１項に記載の駆動方法をコンピュータにて実行可能となっ
ているプログラム。
【請求項１１】
　請求項１０記載のプログラムをコンピュータにて読み取り可能に記録した記録媒体。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、例えば、垂直配向モードの液晶セルをノーマリブラックモードで駆動する液
晶表示装置など、画素内に応答速度の異なる領域が混在する液晶表示装置の駆動方法、液
晶表示装置の駆動装置、液晶テレビ、上記駆動方法に基づくプログラム、および、そのプ
ログラムを記録した記録媒体に関するものである。
【背景技術】
【０００２】
　従来から、液晶表示装置は、ワードプロセッサやコンピュータの画面として広く使用さ
れており、近年では、テレビの画面としても急速に普及している。これらの液晶表示装置
の多くは、ＴＮ（Twisted Nematic）モードを採用しているが、当該液晶表示装置には、
斜め方向から見たときに、コントラストが低下しやすく、階調特性が反転しやすいという
問題がある。
【０００３】
　したがって、近年では、垂直配向（ＶＡ：Verticically Alignment） モードの液晶表
示装置が注目されるようになっている。当該モードの液晶表示装置の液晶セルは、負の誘
電異方性を有するネマチック液晶と垂直配向膜とを組み合わせて構成されている。なお、
この構成の液晶表示装置は、特許文献１の図１および図２、または特許文献２の図３８、
図４２および図４４に開示されている。
【０００４】
　この液晶表示装置における液晶セルの液晶分子は、電圧無印加時には、垂直配向膜によ
る規制力によって、基板表面に対して垂直方向に配向している。一方、電圧が印加される
と、液晶分子は、基板表面に対して斜め方向に形成される電界によって傾斜配向し、液晶
セルを通過する光へ、電圧に応じた位相差を与える。ここで、液晶セルの両側に配された
偏光板の吸収軸は、互いに直交するように配置されている。したがって、出射側の偏光板
へ入射する光は、液晶セルが与える位相差に応じた楕円偏光になり、当該入射光の一部が
偏光板を通過する。この結果、印加電圧に応じて偏光板からの出射光量を制御でき、階調
表示が可能となる。
【０００５】
　当該構成では、電圧無印加時において、配向膜近傍の液晶分子が略垂直に配向している
ため、ＴＮ方式よりコントラストを格段に向上でき、視角特性にも優れている。
【０００６】
　一方、液晶表示装置は、一般に、ＣＲＴ（Cathode-Ray Tube）などと比較すると、応答
速度が遅く、遷移階調によって、通常のフレーム周波数（６０Ｈｚ）に対応した書き換え
時間（１６．７ｍｓｅｃ）で応答が完了しないこともあるため、応答速度を向上させるた
めに、前回から今回への階調遷移を強調するように駆動信号を変調して駆動する方法も採
用されている。なお、この方法を採用する液晶表示装置が、特許文献３の図４に開示され



(4) JP 2010-2936 A 2010.1.7

10

20

30

40

50

ている。
【０００７】
　この方法によれば、例えば、前フレームＦＲ(k-1) から現フレームＦＲ(k) への階調遷
移がライズ駆動（階調を増加させる駆動）の場合、前回から今回への階調遷移を強調する
ように、具体的には、現フレームＦＲ(k) の映像データＤ(i,j,k) が示す電圧レベルより
も高いレベルの電圧を画素へ印加する。これとは逆に、前フレームＦＲ(k-1) から現フレ
ームＦＲ(k) への階調遷移がディケイ駆動（階調を減少させる駆動）の場合、前回から今
回への階調遷移を強調するように、具体的には、現フレームＦＲ(k) の映像データＤ(i,j
,k) が示す電圧レベルよりも低いレベルの電圧を画素へ印加する。
【０００８】
　この結果、階調が遷移するとき、現フレームＦＲ(k) の映像データＤ(i,j,k) が示す電
圧レベルを最初から印加する場合の輝度レベルと比較して、画素の輝度レベルは、より急
峻に変化し、より短い期間で、上記現フレームＦＲ(k) の映像データＤ(i,j,k) に応じた
輝度レベル近傍に到達する。これにより、液晶の応答速度が遅い場合であっても、液晶表
示装置の応答速度を向上できる。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００９】
【特許文献１】特開２００２－２０２５１１号公報（公開日：２００２年７月１９日）
【特許文献２】日本国特許第２９４７３５０号公報（特開平１１－２４２２２５号公報、
公開日：１９９９年９月７日）
【特許文献３】日本国特許第２６５０４７９号公報（特開平３－１７４１８６号公報、公
開日：１９９１年７月２９日）
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【００１０】
　しかしながら、上記従来の垂直配向モードかつノーマリブラックモードの液晶表示装置
において、他の液晶と同様に階調遷移を強調しただけでは、映像が劣化したり、応答速度
を十分には向上できなかったりする虞れがあるという問題を生じる。
【００１１】
　本発明は、上記した課題に鑑み、垂直配向モードかつノーマリブラックモードの液晶表
示装置の応答速度の向上と映像の劣化防止との双方を実現すべく研究を重ね、「垂直配向
モードの液晶セルの場合、垂直配向状態に近い液晶分子を傾斜させる際には、画素内に、
応答速度の異なる領域が混在し、この場合には、階調遷移強調の程度をいずれの値に設定
しても、白光りが発生して表示品質を大幅に低下させるか、後述する角応答が発生して数
フレームに渡って画素が目的とする値に到達しない」ことを見い出した結果なされたもの
であって、その目的は、例えば、垂直配向モードかつノーマリブラックモードの液晶表示
装置のように、画素内に応答速度の異なる領域が混在する液晶表示装置を駆動しているに
も拘わらず、応答速度の向上と映像の劣化防止との双方を実現可能な液晶表示装置の駆動
方法、液晶表示装置の駆動装置、そのプログラム、および、記録媒体を提供することにあ
る。
【課題を解決するための手段】
【００１２】
　本発明に係る液晶表示装置の駆動方法は、上記課題を解決するために、垂直配向モード
の液晶セルをノーマリブラックモードで駆動する液晶表示装置の駆動方法であって、前回
指示された階調から今回指示された階調への階調遷移を強調するように、今回の階調を補
正する補正工程を含む液晶表示装置の駆動方法において、前回の階調と今回の階調との組
み合わせが、画素のある部分の階調が目標値を予め定める第１の許容値以上に超過しない
程度に階調遷移を強調すると、画素の他の部分の階調が目標値に到達するまでの時間が予
め定める第２の許容値以上に長くなり、画素のある部分の階調が目標値に到達するまでの
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時間が上記第２の許容値を下回る程度に階調遷移を強調すると、画素の他の部分の階調が
上記第１の許容値を超える組み合わせとして予め定められた第１の組み合わせに該当する
か否かを判定する判定工程と、前回の階調と今回の階調との組み合わせが上記第１の組み
合わせに該当する場合、上記補正工程の前に、次回に指示される階調がいずれの階調であ
っても今回の階調と次回の階調との組み合わせが上記第１の組み合わせに該当しないよう
に予め定められた第１の階調へ今回の階調を置換する第１の置換工程と、前々回の階調と
前回の階調との組み合わせが上記第１の組み合わせに該当する場合、上記補正工程の前に
、前回の階調を、前回の階調遷移によって到達する階調として予め定められた第２の階調
に置き換える第２の置換工程とを含んでいることを特徴としている。
【００１３】
　ここで、垂直配向モードの液晶セルは、電圧無印加時には、液晶分子が基板に対して略
垂直に配向している。また、当該液晶セルでは、画素電極へ印加された電圧により、基板
表面に対して斜め方向の電界を形成し、当該斜め方向の電界を形成する画素電極近傍の領
域（第１領域と称する）の液晶分子を印加電圧に応じた傾斜角度に傾斜配向させると共に
、液晶の連続性によって、上記画素電極のうち、斜め方向の電界を形成する部分から離れ
た領域（第２領域と称する）の液晶分子も同じ方向に傾斜配向させる。
【００１４】
　当該液晶セルでは、第２領域の液晶分子は、液晶の連続性によって配向方向が決定され
るため、第１領域に比べて応答速度が遅くなりがちであり、特に、第２領域の液晶分子の
配向方位（配向方向の基板に平行な面内成分）が決定されておらず、液晶の連続性によっ
て、配向方位と傾斜角との双方が決定される場合、配向方位が既に決定されており、傾斜
角のみが決定される場合に比べて、両領域の応答速度差が大幅に大きくなってしまう。
【００１５】
　この場合は、上記補正工程において、画素のある部分の階調が目標値に到達するまでの
時間が上記第２の許容値を下回る程度に階調遷移を強調すると、画素の他の部分の階調が
上記第１の許容値を超えてしまい、白光りとして使用者に認識される虞れがある。一方、
画素の応答速度の速い部分の階調が目標値を上記第１の許容値以上に超過しない程度に階
調遷移を強調すると、以下の現象、すなわち、画素の他の部分の階調が目標値に到達する
までの時間が上記第２の許容値以上に長くなるという現象が発生してしまう（以下では、
この現象を角応答と称する）。この場合、画素の応答速度の速い部分の階調は、階調遷移
強調が終わると、今回指示された階調へと低下するので、画素全体としては、階調が低下
し、黒尾引きとして液晶表示装置の使用者に視認されてしまう。
【００１６】
　言い換えると、前回の階調と今回の階調との組み合わせが上記第１の組み合わせの場合
は、階調遷移強調の程度をいずれに設定しても、白光りおよび角応答の一方が発生してし
まう。
【００１７】
　これに対して、上記構成の液晶表示装置の駆動方法では、前回の階調と今回の階調との
組み合わせが上記第１の組み合わせであると判定されると、今回の補正工程（１回目の補
正工程）の前に、今回の階調が上記第１の階調に置換され、次回の補正工程（２回目の補
正工程）の前に、前回の階調が上記第２の階調に置換される。
【００１８】
　ここで、上記第１の階調は、次回に指示される階調がいずれの階調であっても今回の階
調と次回の階調との組み合わせが上記第１の組み合わせに該当しないように定められてい
るため、２回目の補正工程における階調遷移強調の程度を、白光りおよび角応答の双方が
発生しない程度に設定できる。したがって、上記前回の階調と今回の階調との組み合わせ
が上記第１の組み合わせであるにも拘わらず、次々回の階調が指定されるまで、すなわち
、２回の階調遷移によって、所望の階調に到達させることができる。
【００１９】
　この結果、以下の構成、すなわち、前回の階調と今回の階調との組み合わせが上記第１
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の組み合わせであるにも拘わらず、１回の階調遷移強調によって所望の階調へ遷移するよ
うに試みる構成において、応答時間が本願と同じになるように階調遷移強調の程度を設定
し、黒尾引きの発生を防止した場合と比較して、白光り発生の程度を抑えることができ、
より表示品質の高い液晶表示装置を実現できる。
【００２０】
　ところで、上記第１および第２の置換工程がない場合と同様に、上記補正工程の階調遷
移が強調されていてもよいが、上述の２回目の補正工程における階調遷移強調の程度をよ
り正確に設定し、当該２回目の補正工程によって、より正確に目的とする階調に到達させ
ることが要求されるときには、上記構成に加えて、上記第２の階調は、第１の階調と同一
に設定されており、上記補正工程では、第１の階調への階調遷移が指示された場合、画素
内の各領域のうち、応答速度が最も遅い領域の階調が第１の階調に到達するように、階調
遷移を強調してもよい。
【００２１】
　当該構成では、第１の階調への階調遷移が指示された場合、画素内の各領域のうち、応
答速度が最も遅い領域の階調が第１の階調に到達するように、階調遷移が強調される。し
たがって、上記２回目の補正工程の開始時点では、上述の第２の領域（応答速度が遅い領
域）において、液晶分子の配向方位が既に決定されている状態になる。この結果、２回目
の補正工程によって、より正確に目的とする階調に到達させることができる。
【００２２】
　なお、第１の階調への階調遷移の際、画素内の各領域のうち、応答速度が最も遅い領域
の階調が第１の階調に到達するように階調遷移を強調した結果、画素全体で見ると、実際
の到達階調が第１の階調を超過していたとしても、上記第１の組み合わせのうち、殆どの
組み合わせ（今回の階調が第１の階調でない組み合わせ）において、第１の置換工程によ
る置換前あるいは後述する第１の演算工程による演算前の階調は、上記実際の到達階調を
超えることがなく、白光りとして認識されない。
【００２３】
　さらに、上記構成に加えて、上記液晶セルは、２５６階調表示可能な液晶セルであって
、輝度の高い階調になる程大きな階調とするとき、上記第１の階調は、３２階調に設定さ
れていてもよい。
【００２４】
　当該構成では、第１の階調が上記値に設定されているので、２５６階調表示可能な液晶
セルにおいて、白光りを発生させることなく、画素が目標値に到達するまでの時間を短縮
できる。
【００２５】
　また、本発明に係る液晶表示装置の駆動方法は、上記第１および第２の置換工程に代え
て、前回の階調と今回の階調との組み合わせが上記第１の組み合わせに該当する場合、上
記補正工程の前に、今回の階調に予め定められた第１の値を加算する第１の演算工程と、
前々回の階調と前回の階調との組み合わせが上記第１の組み合わせに該当する場合、上記
補正工程の前に、前回の階調を、予め定められた第２の値だけ減少させる第２の演算工程
とを含んでいることを特徴としている。
【００２６】
　ここで、前々回から前回への階調遷移が第１の組み合わせの場合、白光りを発生させず
に前々回から前回への階調遷移を強調しようとすると角応答が発生してしまい、画素の輝
度が目標値に到達するまでに時間がかかってしまう。
【００２７】
　ところが、上記構成では、前々回から前回への階調遷移が第１の組み合わせであると判
断された場合、第２の演算工程において、補正工程の前に、前回の階調が第２の値だけ減
少する。したがって、第２の演算工程を実施しない場合と比較して、前回から今回への階
調遷移がより大きく強調され、画素が目標値へ到達するまでの時間を短縮できる。
【００２８】
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　この結果、以下の構成、すなわち、前回の階調と今回の階調との組み合わせが上記第１
の組み合わせであるにも拘わらず、１回の階調遷移強調によって所望の階調へ遷移するよ
うに試みる構成において、応答時間が本願と同じになるように階調遷移強調の程度を設定
し、黒尾引きの発生を防止した場合と比較して、白光り発生の程度を抑えることができ、
より表示品質の高い液晶表示装置を実現できる。
【００２９】
　加えて、補正工程の前に第２の演算工程が実施されているので、第２の演算工程実施前
の前回および今回の階調に関係なく前回の階調を第２の値だけ減少させているにも拘わら
ず、階調遷移強調の程度は、第２の演算工程実施前の上記両階調に応じて変化する。した
がって、第２の演算工程を実施するための回路規模あるいは演算量を増大させることなく
、低階調側の階調、すなわち、応答が遅く、より大きな補正が必要になる階調程、階調遷
移を強調できる。
【００３０】
　また、上記構成に加えて、上記液晶セルは、２５６階調表示可能な液晶セルであって、
輝度の高い階調になる程大きな階調とするとき、上記第１の値は、－１６階調から＋１６
階調までの値に設定されていると共に、上記第２の値は、２階調から１６階調までの値に
設定されていてもよい。
【００３１】
　上記構成では、第１および第２の値が上述のように設定されているので、２５６階調表
示可能な液晶セルにおいて、白光りを発生させることなく、画素が目標値に到達するまで
の時間を短縮できる。
【００３２】
　さらに、上記構成に加えて、上記液晶セルは、２５６階調表示可能な液晶セルであって
、輝度の高い階調になる程大きな階調とするとき、上記第１の値は、２階調から１６階調
までの値に設定されていると共に、上記第２の値は、２階調から１２階調までの値に設定
されていてもよい。
【００３３】
　当該構成では、第１および第２の値が上述のように設定されているので、２５６階調表
示可能な液晶セルにおいて、画素が目標値に到達するまでの時間をさらに短縮できる。
【００３４】
　ところで、第１および第２の置換工程を含むか、第１および第２の演算工程を含むかに
拘わらず、上記構成に加えて、上記判定工程では、前回の階調が予め定めるしきい値より
小さく、今回の階調が予め定める範囲であり、しかも、今回の階調の方が前回よりも輝度
が大きいときに、上記第１の組み合わせであると判定してもよい。
【００３５】
　当該構成では、前回の階調をしきい値と比較し、今回の階調が上記範囲に含まれている
か否かを判別し、前回の階調と今回の階調とを比較するだけで、前回および今回の階調が
第１の組み合わせに該当するか否かを判定しているので、第１の組み合わせに該当する組
み合わせ、それぞれを記憶して判定する構成よりも、上記判定工程を実施するための回路
規模あるいは演算量を削減できる。
【００３６】
　また、上記構成に加えて、上記液晶セルのパネル温度に応じて、上記しきい値および範
囲を変更してもよい。当該構成では、パネル温度の変化によって、画素の応答速度が変化
し、上記第１の組み合わせが変化したとしても、パネル温度に応じて上記しきい値および
範囲が現在のパネル温度に適した値および範囲に変更できるので、より的確に第１の組み
合わせに該当するか否かを判定できる。この結果、誤判定に起因する画素の輝度の立ち上
がり速度低下あるいは白光りの発生を防止でき、より表示品質の高い液晶表示装置を実現
できる。
【００３７】
　さらに、上記構成に加えて、上記液晶セルは、２５６階調表示可能な液晶セルであって
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、輝度の高い階調になる程大きな階調とするとき、上記しきい値は、３２階調であり、上
記範囲は、３２階調以上かつ１６０階調より小さい範囲であってもよい。
【００３８】
　当該構成では、上記しきい値および範囲が上述のように設定されているので、２５６階
調表示可能な液晶セルにおいて、的確に第１の組み合わせに該当するか否かを判定でき、
表示品質の高い液晶表示装置を実現できる。
【００３９】
　また、上記設定に代えて、上記液晶セルは、２５６階調表示可能な液晶セルであって、
輝度の高い階調になる程大きな階調とするとき、上記しきい値は、３２階調であり、上記
範囲は、１６階調以上かつ９６階調より小さい範囲であってもよい。
【００４０】
　当該構成では、２５６階調表示可能な液晶セルにおいて、パネル温度が１５℃以上の場
合に、より的確に第１の組み合わせに該当するか否かを判定できる。したがって、パネル
温度が１５℃以上となるような環境で使用される場合に、より表示品質の高い液晶表示装
置を実現できる。
【００４１】
　また、上記構成に加えて、上記液晶セルは、２５６階調表示可能な液晶セルであって、
輝度の高い階調になる程大きな階調とするとき、上記液晶セルのパネル温度が１５℃より
も低い場合は、上記しきい値を３２階調に設定し、上記範囲を３２階調以上かつ１６０階
調より小さい範囲に設定すると共に、上記パネル温度が１５℃以上の場合には、上記しき
い値を３２階調に設定し、上記範囲を１６階調以上かつ９６階調より小さい範囲に設定し
てもよい。
【００４２】
　当該構成では、２５６階調表示可能な液晶セルにおいて、上記パネル温度が１５℃以上
か否かによって、上記しきい値および範囲を上述のように変更するので、誤判定に起因す
る画素の輝度の立ち上がり速度低下あるいは白光りの発生を防止でき、より表示品質の高
い液晶表示装置を実現できる。
【００４３】
　さらに、上記構成に加えて、前々回の階調と前回の階調との組み合わせが、階調遷移を
強調しても応答の不足する組み合わせとして予め定められた第２の組み合わせに該当する
場合、上記第１および第２の置換工程、あるいは、第１および第２の演算工程の実施を中
止してもよい。
【００４４】
　例えば、前回の階調の方が前々回の階調よりも輝度が小さいときに、上記第２の組み合
わせに該当すると判定してもよいし、前回の階調の方が前々回の階調よりも輝度が小さく
、しかも、両者の差が予め定められたしきい値よりも大きいときに、上記第２の組み合わ
せに該当すると判定してもよい。また、前々回の階調と前回の階調との組み合わせが第２
の組み合わせに該当するか否かは、例えば、前々回の階調を記憶しておいて判定してもよ
い。また、前回の階調と今回の階調との組み合わせが第２の組み合わせに該当するか否か
を判定すると共に判定結果を次回まで記憶しておき、記憶された前回の判定結果によって
、前々回の階調と前回の階調との組み合わせが第２の組み合わせに該当するか否かを判定
してもよい。
【００４５】
　ここで、前々回から前回への階調遷移が、階調遷移を強調しても応答の不足する組み合
わせの場合、前回から今回への階調遷移が第１の組み合わせに該当していても、前々回か
ら前回への階調遷移時点における応答不足によって、実際の画素は、応答速度差が少ない
状態、すなわち、上述の第２の領域の配向方位が既に決定されている状態になっている。
したがって、第１および第２の置換工程、あるいは、第１および第２の演算工程を実施す
ると、誤判定に起因する画素の輝度の立ち上がり速度低下あるいは白光りが発生する虞れ
がある。
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【００４６】
　ところが、上記構成では、前々回から前回への階調遷移が、応答の不足する第２の組み
合わせの場合、判定工程にて、第１の組み合わせに該当しないと判定された場合と同様に
、第１および第２の置換工程、あるいは、第１および第２の演算工程の実施を中止する。
この結果、不要な第１および第２の置換工程の実施に起因する画素の輝度の立ち上がり速
度低下、あるいは、不要な第１および第２の演算工程の実施に起因する白光りの発生を防
止でき、より表示品質の高い液晶表示装置を実現できる。
【００４７】
　また、本発明に係る液晶表示装置の駆動方法は、前記課題を解決するために、画素内に
応答速度の異なる領域が混在する液晶表示装置の駆動方法であって、繰り返し行われる補
正工程と、前回指示された階調と今回指示された階調との組み合わせが、上記各領域にお
ける応答速度の相違に基づく表示品質の劣化が発生すると予め定められた第１の組み合わ
せに該当する場合に行われる調整工程を含み、上記各補正工程は、前回指示された階調か
ら今回指示された階調への階調遷移を強調するように、今回の階調を補正する工程であっ
て、上記調整工程は、今回の補正工程と次回の補正工程との双方における補正を調整する
工程であることを特徴としている。
【００４８】
　ここで、画素内に応答速度の異なる領域が混在する場合、一方領域に最適なように階調
遷移強調の程度を設定すると、当該階調遷移強調の程度が他方領域には最適ではなくなる
ため、１回の補正工程によって、画素の階調を今回指示された階調へと遷移させようとす
ると、階調遷移を強調し過ぎて、白光りの発生する箇所が画素内に現れたり、階調遷移を
十分に強調できずに、応答時間が増大したりして、表示品質が劣化してしまう。
【００４９】
　ところが、上記構成では、前回の階調と今回の階調との組み合わせが、上記各領域にお
ける応答速度の相違に基づく表示品質の劣化が発生すると予め定められた第１の組み合わ
せに該当する場合、調整工程によって、今回の補正工程と次回の補正工程の双方における
補正が調整される。
【００５０】
　このように、１回の補正工程ではなく、２回の補正工程によって、画素の階調を今回指
示された階調へと遷移させるので、前回の階調と今回の階調との組み合わせが上記第１の
組み合わせであるにも拘わらず、１回の補正工程によって所望の階調へ遷移するように試
みる構成において、応答時間が本願と同じになるように階調遷移強調の程度を設定し、黒
尾引きの発生を防止した場合と比較して、白光り発生の程度を抑えることができ、より表
示品質の高い液晶表示装置を実現できる。
【００５１】
　さらに、上記構成に加えて、上記調整工程では、応答速度の遅い領域の階調が次回の補
正工程における補正の調整によって今回指示された階調付近に到達できる階調であって、
しかも、画素全体の表示階調を実質的に変化させない階調へと遷移するように、今回の補
正工程における補正を予備的に調整してもよい。
【００５２】
　当該構成では、２回目の補正工程にて、今回指示された階調付近に到達できるように、
１回目の補正工程において、予備的に補正するので、前回の階調と今回の階調との組み合
わせが上記第１の組み合わせであるにも拘わらず、１回の補正工程によって所望の階調へ
遷移するように試みる構成において、応答時間が本願と同じになるように階調遷移強調の
程度を設定し、黒尾引きの発生を防止した場合と比較して、白光り発生の程度を抑えるこ
とができ、より表示品質の高い液晶表示装置を実現できる。
【００５３】
　一方、予備的に調整する代わりに、上記調整工程では、画素全体の輝度の平均値が今回
指示された階調付近へ到達するように、今回の補正工程における補正を調整すると共に、
応答速度の遅い領域の階調を今回指示された階調へ引き上げるように、次回の補正工程に
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おける補正を調整してもよい。
【００５４】
　上記構成では、１回目の補正工程にて、画素全体の階調を今回指示された階調付近へ到
達させると共に、２回目の補正工程にて、応答速度の遅い領域の階調を今回指示された階
調へ引き上げるように階調遷移を強調する。したがって、前回の階調と今回の階調との組
み合わせが上記第１の組み合わせであるにも拘わらず、１回の補正工程によって所望の階
調へ遷移するように試みる構成において、応答時間が本願と同じになるように階調遷移強
調の程度を設定し、黒尾引きの発生を防止した場合と比較して、白光り発生の程度を抑え
ることができ、より表示品質の高い液晶表示装置を実現できる。
【００５５】
　また、本発明に係る液晶表示装置の駆動装置は、前記課題を解決するために、垂直配向
モードの液晶セルをノーマリブラックモードで駆動する液晶表示装置の駆動装置であって
、前回指示された階調から今回指示された階調への階調遷移を強調するように、今回の階
調を補正する補正手段と、前回の階調と今回の階調との組み合わせが、画素のある部分の
階調が目標値を予め定める第１の許容値以上に超過しない程度に階調遷移を強調すると、
画素の他の部分の階調が目標値に到達するまでの時間が予め定める第２の許容値以上に長
くなり、画素のある部分の階調が目標値に到達するまでの時間が上記第２の許容値を下回
る程度に階調遷移を強調すると、画素の他の部分の階調が上記第１の許容値を超える組み
合わせとして予め定められた第１の組み合わせに該当するか否かを判定する判定手段と、
前回の階調と今回の階調との組み合わせが上記第１の組み合わせに該当する場合、次回に
指示される階調がいずれの階調であっても今回の階調と次回の階調との組み合わせが上記
第１の組み合わせに該当しないように予め定められた第１の階調へ今回の階調を置換して
、上記補正手段へ入力する第１の置換手段と、前々回の階調と前回の階調との組み合わせ
が上記第１の組み合わせに該当する場合、前回の階調を、前回の階調遷移によって到達す
る階調として予め定められた第２の階調に置き換えて、上記補正手段へ入力する第２の置
換手段とを備えていることを特徴としている。
【００５６】
　上記構成の液晶表示装置の駆動装置は、上述した第１および第２の置換工程を含む液晶
表示装置の駆動方法によって、垂直配向モードの液晶セルをノーマリブラックモードで駆
動できる。したがって、当該駆動方法と同様に、前回の階調と今回の階調との組み合わせ
が上記第１の組み合わせであるにも拘わらず、１回の階調遷移強調によって所望の階調へ
遷移するように試みる構成において、応答時間が本願と同じになるように階調遷移強調の
程度を設定し、黒尾引きの発生を防止した場合と比較して、白光り発生の程度を抑えるこ
とができ、より表示品質の高い液晶表示装置を実現できる。
【００５７】
　また、本発明に係る液晶表示装置の駆動装置は、前記課題を解決するために、上記第１
および第２置換手段に代えて、前回の階調と今回の階調との組み合わせが上記第１の組み
合わせに該当する場合、今回の階調に予め定められた第１の値を加算して、上記補正手段
へ入力する第１の演算手段と、前々回の階調と前回の階調との組み合わせが上記第１の組
み合わせに該当する場合、前回の階調を、予め定められた第２の値だけ減少させて、上記
補正手段へ入力する第２の演算手段とを含んでいることを特徴としている。
【００５８】
　上記構成の液晶表示装置の駆動装置は、上述した第１および第２の演算工程を含む液晶
表示装置の駆動方法によって、垂直配向モードの液晶セルをノーマリブラックモードで駆
動できる。したがって、当該駆動方法と同様に、前回の階調と今回の階調との組み合わせ
が上記第１の組み合わせであるにも拘わらず、１回の階調遷移強調によって所望の階調へ
遷移するように試みる構成において、応答時間が本願と同じになるように階調遷移強調の
程度を設定し、黒尾引きの発生を防止した場合と比較して、白光り発生の程度を抑えるこ
とができ、より表示品質の高い液晶表示装置を実現できる。
【００５９】
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　さらに、本発明に係る液晶表示装置の駆動装置は、前記課題を解決するために、画素内
に応答速度の異なる領域が混在する液晶表示装置の駆動装置であって、前回指示された階
調から今回指示された階調への階調遷移を強調するように、今回の階調を補正する補正動
作を繰り返し行う補正手段と、前回の階調と今回の階調との組み合わせが、上記各領域に
おける応答速度の相違に基づく表示品質の劣化が発生すると予め定められた第１の組み合
わせに該当する場合、上記表示品質の劣化が低減されるように、上記補正手段により、順
次、実行される今回の補正（第１の補正）と次回の補正（第２の補正）をそれぞれ調整す
る調整手段を含んでいることを特徴としている。
【００６０】
　また、上記構成に加えて、上記調整手段は、応答速度の遅い領域の階調が上記補正手段
による次回の補正の調整によって今回指示された階調付近に到達できる階調であって、し
かも、画素全体の表示階調を実質的に変化させない階調へと遷移するように、上記補正手
段による今回の補正を予備的に調整してもよい。
【００６１】
　さらに、上記調整手段が予備的に調整する代わりに、上記調整手段は、画素全体の輝度
の平均値が今回指示された階調付近へ到達するように、上記補正手段による今回の補正を
調整すると共に、応答速度の遅い領域の階調を今回指示された階調へ引き上げるように、
上記補正手段による次回の補正を調整してもよい。
【００６２】
　これらの構成の液晶表示装置の駆動装置は、上述の調整工程を有する液晶表示装置の駆
動方法によって液晶表示装置を駆動できるので、これらの液晶表示装置の駆動方法と同様
、前回の階調と今回の階調との組み合わせが上記第１の組み合わせであるにも拘わらず、
１回の補正工程によって所望の階調へ遷移するように試みる構成において、応答時間が本
願と同じになるように階調遷移強調の程度を設定し、黒尾引きの発生を防止した場合と比
較して、白光り発生の程度を抑えることができ、より表示品質の高い液晶表示装置を実現
できる。
【００６３】
　上記調整手段は、第１の動作と第２の動作との何れを行うかを、上記液晶表示装置の液
晶パネルのパネル温度に応じて切り換えるものであり、上記第１の動作は、応答速度の遅
い領域の階調が上記補正手段による第１の補正の調整によって今回指示された階調付近に
到達できる階調であって、しかも、画素全体の表示階調を実質的に変化させない階調へと
遷移するように、上記補正手段による第２の補正を予備的に調整する動作であり、上記第
２の動作は、画素全体の輝度の平均値が今回指示された階調付近へ到達するように、上記
補正手段による第１の補正を調整すると共に、応答速度の遅い領域の階調を今回指示され
た階調へ引き上げるように、上記補正手段による第２の補正を調整する動作であってもよ
い。
【００６４】
　本発明に係るさらに他の液晶表示装置の駆動装置は、前記課題を解決するために、応答
速度の相異なる複数の各領域が混在する液晶表示装置の駆動装置であって、前回指示され
たフレームから今回指示されたフレームへの階調遷移が階調遷移の許容値を超えるとき、
今回指示されたフレームの階調データを第１の階調値の階調データに置き換える第１の置
換手段と、前回指示されたフレームから今回指示されたフレームへの階調遷移を強調する
ように、今回指示されたフレームの階調データおよび第１の階調値のデータの少なくとも
一方を補正するようになっている補正手段とを有し、上記第１の階調値は、所望しない輝
度の発生の減少および応答速度の向上の少なくとも一方を可能にするものであることを特
徴としている。
【００６５】
　本発明に係るさらに他の液晶表示装置の駆動装置は、前記課題を解決するために、応答
速度の相異なる複数の各領域が混在する液晶表示装置の駆動装置であって、前回指示され
たフレームから今回指示されたフレームへの階調遷移が階調遷移の許容値を超えるか否か
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を判定する判定手段と、前回指示されたフレームから今回指示されたフレームへの階調遷
移が階調遷移の許容値を超えると判定されたとき、今回指示されたフレームの階調データ
を第１の階調値の階調データに置き換える第１の置換手段と、前回指示されたフレームか
ら今回指示されたフレームへの階調遷移を強調するように、今回指示されたフレームの階
調データおよび第１の階調値のデータの少なくとも一方を補正するようになっている補正
手段とを有し、上記第１の階調値は、所望しない輝度の発生の減少および応答速度の向上
の少なくとも一方を可能にするものであることを特徴としている。
【００６６】
　本発明に係るさらに他の液晶表示装置の駆動装置は、前記課題を解決するために、応答
速度の相異なる複数の各領域が混在する液晶表示装置の駆動装置であって、前回指示され
たフレームから今回指示されたフレームへの階調遷移が階調遷移の許容値を超えるか否か
を判定する判定手段と、前回指示されたフレームから今回指示されたフレームへの階調遷
移が階調遷移の許容値を超えると判定されたとき、今回指示されたフレームの階調データ
に対し、第１の値を加える加算手段と、前回指示されたフレームから今回指示されたフレ
ームへの階調遷移を強調するように、今回指示されたフレームの階調データおよび第１の
階調値のデータの少なくとも一方を補正するようになっている補正手段とを有し、上記第
１の値は、所望しない輝度の発生の減少および応答速度の向上の少なくとも一方を可能に
するものであることを特徴としている。
【００６７】
　本発明に係るさらに他の液晶表示装置の駆動装置は、前記課題を解決するために、応答
速度の相異なる複数の各領域が混在する液晶表示装置の駆動装置であって、上記液晶表示
装置の少なくとの一部の温度を検知する温度センサと、検知された温度に基づき第１およ
び第２の各サブシステムの何れを利用するか判定する判定手段とを有し、上記第１のサブ
システムは、前回指示されたフレームから今回指示されたフレームへの階調遷移が階調遷
移の許容値を超えるか否かを判定する判定手段と、前回指示されたフレームから今回指示
されたフレームへの階調遷移が階調遷移の許容値を超えると判定されたとき、今回指示さ
れたフレームの階調データを第１の階調値の階調データに置き換える第１の置換手段と、
前回指示されたフレームから今回指示されたフレームへの階調遷移を強調するように、今
回指示されたフレームの階調データおよび第１の階調値のデータの少なくとも一方を補正
するようになっている補正手段とを備え、上記第１の階調値は、所望しない輝度の発生の
減少および応答速度の向上の少なくとも一方を可能にするものであり、前記第２のサブシ
ステムは、前回指示されたフレームから今回指示されたフレームへの階調遷移が階調遷移
の許容値を超えるか否かを判定する判定手段と、前回指示されたフレームから今回指示さ
れたフレームへの階調遷移が階調遷移の許容値を超えると判定されたとき、今回指示され
たフレームの階調データに対し、第１の値を加える加算手段と、前回指示されたフレーム
から今回指示されたフレームへの階調遷移を強調するように、今回指示されたフレームの
階調データおよび第１の階調値のデータの少なくとも一方を補正するようになっている補
正手段とを備え、上記第１の値は、所望しない輝度の発生の減少および応答速度の向上の
少なくとも一方を可能にするものであることを特徴としている。
【００６８】
　上記駆動装置においては、さらに、上記第１の値が加算されたとき、現在の階調データ
から第２の値を引く減算手段を有してもよい。
【００６９】
　上記駆動装置では、さらに、第１の置換手段において今回指示されたフレームの階調デ
ータを第１の階調値の階調データに置き換えたときに、前回指示されたフレームの階調デ
ータを第２の階調値の階調データに置き換えるようになっている第２の置換手段を有して
もよい。
【００７０】
　上記駆動装置においては、上記液晶表示装置は、垂直配向モードおよびノーマリブラッ
クモードを備えたものであてもよい。
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【００７１】
　上記各駆動装置においても、前述した作用・効果と同様に、白光り発生の程度を抑える
ことができ、より表示品質の高い液晶表示装置を実現できる。
【００７２】
　本発明に係るさらに他の液晶表示装置の駆動方法は、前記課題を解決するために、応答
速度の相異なる複数の各領域が混在する液晶表示装置の駆動方法であって、前回指示され
たフレームから今回指示されたフレームへの階調遷移が階調遷移の許容値を超えるとき、
今回指示されたフレームの階調データを第１の階調値の階調データに置き換える第１の置
換工程と、前回指示されたフレームから今回指示されたフレームへの階調遷移を強調する
ように、今回指示されたフレームの階調データおよび第１の階調値のデータの少なくとも
一方を補正するようになっている補正工程とを有し、上記第１の階調値は、所望しない輝
度の発生の減少および応答速度の向上の少なくとも一方を可能にするものであることを特
徴としている。
【００７３】
　本発明に係るさらに他の液晶表示装置の駆動方法は、前記課題を解決するために、応答
速度の相異なる複数の各領域が混在する液晶表示装置の駆動方法であって、前回指示され
たフレームから今回指示されたフレームへの階調遷移が階調遷移の許容値を超えるか否か
を判定する判定工程と、前回指示されたフレームから今回指示されたフレームへの階調遷
移が階調遷移の許容値を超えると判定されたとき、今回指示されたフレームの階調データ
を第１の階調値の階調データに置き換える第１の置換工程と、前回指示されたフレームか
ら今回指示されたフレームへの階調遷移を強調するように、今回指示されたフレームの階
調データおよび第１の階調値のデータの少なくとも一方を補正するようになっている補正
工程とを有し、上記第１の階調値は、所望しない輝度の発生の減少および応答速度の向上
の少なくとも一方を可能にするものであることを特徴としている。
【００７４】
　上記駆動方法では、さらに、第１の置換工程において今回指示されたフレームの階調デ
ータを第１の階調値の階調データに置き換えたときに、前回指示されたフレームの階調デ
ータを第２の階調値の階調データに置き換えるようになっている第２の置換工程を有して
もよい。
【００７５】
　上記駆動方法においては、さらに、前々回の階調と前回の階調との組み合わせが、階調
遷移を強調しても応答の不足する組み合わせとして予め定められた第２の組み合わせに該
当する場合、上記置換工程の実施を中止するようにしてもよい。
【００７６】
　本発明に係るさらに他の液晶表示装置の駆動方法は、前記課題を解決するために、応答
速度の相異なる複数の各領域が混在する液晶表示装置の駆動方法であって、前回指示され
たフレームから今回指示されたフレームへの階調遷移が階調遷移の許容値を超えるか否か
を判定する判定工程と、前回指示されたフレームから今回指示されたフレームへの階調遷
移が階調遷移の許容値を超えると判定されたとき、今回指示されたフレームの階調データ
に対し、第１の値を加える加算工程と、前回指示されたフレームから今回指示されたフレ
ームへの階調遷移を強調するように、今回指示されたフレームの階調データおよび第１の
階調値のデータの少なくとも一方を補正するようになっている補正工程とを有し、上記第
１の値は、所望しない輝度の発生の減少および応答速度の向上の少なくとも一方を可能に
するものであることを特徴としている。
【００７７】
　上記駆動方法においては、さらに、上記第１の値が加算されたとき、現在の階調データ
から第２の値を引く減算工程を有してもよい。
【００７８】
　上記駆動方法では、さらに、前々回の階調と前回の階調との組み合わせが、階調遷移を
強調しても応答の不足する組み合わせとして予め定められた第２の組み合わせに該当する
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場合、上記加算工程の実施を中止するようにしてもよい。
【００７９】
　本発明に係るさらに他の液晶表示装置の駆動方法は、前記課題を解決するために、応答
速度の相異なる複数の各領域が混在する液晶表示装置の駆動方法であって、上記液晶表示
装置の少なくとの一部の温度を検知する検知工程と、検知された温度に基づき第１および
第２の各サブ工程の何れを実行するか判定する判定工程とを有し、上記第１のサブ工程は
、前回指示されたフレームから今回指示されたフレームへの階調遷移が階調遷移の許容値
を超えるか否かを判定する判定ステップと、前回指示されたフレームから今回指示された
フレームへの階調遷移が階調遷移の許容値を超えると判定されたとき、今回指示されたフ
レームの階調データを第１の階調値の階調データに置き換える第１の置換ステップと、前
回指示されたフレームから今回指示されたフレームへの階調遷移を強調するように、今回
指示されたフレームの階調データおよび第１の階調値のデータの少なくとも一方を補正す
るようになっている補正ステップとを備え、上記第１の階調値は、所望しない輝度の発生
の減少および応答速度の向上の少なくとも一方を可能にするものであり、前記第２のサブ
工程は、前回指示されたフレームから今回指示されたフレームへの階調遷移が階調遷移の
許容値を超えるか否かを判定する判定ステップと、前回指示されたフレームから今回指示
されたフレームへの階調遷移が階調遷移の許容値を超えると判定されたとき、今回指示さ
れたフレームの階調データに対し、第１の値を加える加算ステップと、前回指示されたフ
レームから今回指示されたフレームへの階調遷移を強調するように、今回指示されたフレ
ームの階調データおよび第１の階調値のデータの少なくとも一方を補正するようになって
いる補正ステップとを備え、上記第１の値は、所望しない輝度の発生の減少および応答速
度の向上の少なくとも一方を可能にするものであることを特徴としている。
【００８０】
　上記第１のサブ工程は、さらに、今回指示されたフレームの階調データを第１の階調値
の階調データに置き換えたときに、前回指示されたフレームの階調データを第２の階調値
の階調データに置き換えるようになっている第２の置換ステップを有してもよい。
【００８１】
　上記第２のサブ工程は、さらに、上記第１の値が加算されたとき、現在の階調データか
ら第２の値を引く減算ステップを有してもよい。
【００８２】
　上記の各駆動方法では、上記液晶表示装置は、垂直配向モードおよびノーマリブラック
モードを備えたものであってもよい。
【００８３】
　上記各駆動方法においても、前述した作用・効果と同様に、白光り発生の程度を抑える
ことができ、より表示品質の高い液晶表示装置を実現できる。
【００８４】
　また、本発明に係る液晶テレビは、以上のように、上記各構成のいずれかの液晶表示装
置の駆動装置と、それによって駆動される液晶表示装置とを備えている。ここで、上記液
晶表示装置の駆動装置は、画素内に応答速度の異なる領域が混在する液晶表示装置を駆動
しているにも拘わらず、応答速度の向上と映像の劣化防止との双方を実現できるので、動
画の表示に好適である。したがって、上記液晶テレビは、例えばチューナ部から出力され
るテレビ映像信号を好適に表示できる。
【００８５】
　さらに、上記構成に加えて、上記調整手段は、第１の動作と第２の動作とのいずれを行
うかを、上記液晶表示装置の液晶パネルのパネル温度に応じて切り換え、上記第１の動作
は、応答速度の遅い領域の階調が上記補正手段による次回の補正の調整によって今回指示
された階調付近に到達できる階調であって、しかも、画素全体の表示階調を実質的に変化
させない階調へと遷移するように、上記補正手段による今回の補正を予備的に調整する動
作であり、上記第２の動作は、画素全体の輝度の平均値が今回指示された階調付近へ到達
するように、上記補正手段による今回の補正を調整すると共に、応答速度の遅い領域の階
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調を今回指示された階調へ引き上げるように、上記補正手段による次回の補正を調整する
動作であってもよい。
【００８６】
　当該構成によれば、パネル温度に応じて第１の動作および第２の動作を切り換えること
ができるので、パネル温度が変化しても、白光りおよび角応答の発生を抑制し続けること
ができる。
【００８７】
　本発明に係るプログラムは、上記の何れかに記載の、本発明の駆動方法をコンピュータ
にて実行可能となっていることを特徴としている。また、本発明に係る記録媒体は、上記
のプログラムをコンピュータにて読み取り可能に記録したものとすることを特徴としてい
る。上記記録媒体としては、ＣＤ－ＲＯＭ、ＤＶＤ、ハードディスク、スティック状のメ
モリー等が挙げられる。
【００８８】
　ところで、上記液晶表示装置の駆動装置は、ハードウェアで実現してもよいが、プログ
ラムをコンピュータに実行させて実現してもよい。具体的には、本発明に係るプログラム
は、上記各工程をコンピュータに実行させるプログラムであり、当該プログラムがコンピ
ュータによって実行されると、当該コンピュータは、上記液晶表示装置の駆動方法によっ
て液晶駆動装置を駆動できる。したがって、当該駆動方法と同様に、前回の階調と今回の
階調との組み合わせが上記第１の組み合わせであるにも拘わらず、１回の階調遷移強調に
よって所望の階調へ遷移するように試みる構成において、応答時間が本願と同じになるよ
うに階調遷移強調の程度を設定し、黒尾引きの発生を防止した場合と比較して、白光り発
生の程度を抑えることができ、より表示品質の高い液晶表示装置を実現できる。
【００８９】
　また、本発明に係る液晶表示装置の駆動方法は、画素内に応答速度の相異なる各領域が
混在する液晶表示装置の駆動方法であって、前回指示された階調および今回指示された階
調の組み合わせと、前々回指示された階調および前回指示された階調の組み合わせとの双
方が、予め定められた第１の組み合わせに該当しない場合、前回指示された階調から今回
指示された階調への階調遷移を強調するように、今回の階調を補正した信号を出力する工
程と、前回指示された階調および今回指示された階調の組み合わせが、上記第１の組み合
わせに該当する場合、今回の階調を予め定められた第１の階調へ置換した上で、前回指示
された階調から当該置換された階調への階調遷移を強調するように、当該置換された階調
を補正した信号を出力する工程と、前々回指示された階調および前回指示された階調の組
み合わせが、上記第１の組み合わせに該当する場合、前回の階調を予め定められた第２の
階調へ置換した上で、当該置換された階調から今回の階調への階調遷移を強調するように
、今回の階調を補正した信号を出力する工程とを備えていることを特徴としている。
【００９０】
　さらに、本発明に係る液晶表示装置の駆動装置は、画素内に応答速度の相異なる各領域
が混在する液晶表示装置の駆動装置であって、上記駆動装置は、前回指示された階調およ
び今回指示された階調の組み合わせと、前々回指示された階調および前回指示された階調
の組み合わせとの双方が、予め定められた第１の組み合わせに該当しない場合、前回指示
された階調から今回指示された階調への階調遷移を強調するように、今回の階調を補正し
た信号を出力すると共に、前回指示された階調および今回指示された階調の組み合わせが
、上記第１の組み合わせに該当する場合は、今回の階調を予め定められた第１の階調へ置
換した上で、前回指示された階調から当該置換された階調への階調遷移を強調するように
、当該置換された階調を補正した信号を出力し、前々回指示された階調および前回指示さ
れた階調の組み合わせが、上記第１の組み合わせに該当する場合、前回の階調を予め定め
られた第２の階調へ置換した上で、当該置換された階調から今回の階調への階調遷移を強
調するように、今回の階調を補正した信号を出力するものであることを特徴としている。
【００９１】
　また、本発明に係る液晶表示装置の駆動方法は、画素内に応答速度の相異なる各領域が
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混在する液晶表示装置の駆動方法であって、前回指示された階調および今回指示された階
調の組み合わせと、前々回指示された階調および前回指示された階調の組み合わせとの双
方が、予め定められた第１の組み合わせに該当しない場合、前回指示された階調から今回
指示された階調への階調遷移を強調するように、今回の階調を補正し、補正映像信号とし
て出力して、１回の階調遷移強調によって所望の階調へ遷移するようにする工程と、前回
指示された階調および今回指示された階調の組み合わせが、上記第１の組み合わせに該当
する場合、２回の階調遷移によって所望の値に到達させるように補正した補正映像信号を
出力する工程とを含み、上記２回の階調遷移のうち、１回目の階調遷移を予備的な階調遷
移にすることを特徴としている。
【００９２】
　さらに、上記構成に加えて、前回指示された階調が、最も低い輝度を示す０階調である
場合、上記１回目の階調遷移のために出力される補正後の階調は、予め定められた階調で
あってもよい。
【００９３】
　また、本発明に係る液晶表示装置の駆動装置は、画素内に応答速度の相異なる各領域が
混在する液晶表示装置の駆動装置であって、上記駆動装置は、前回指示された階調および
今回指示された階調の組み合わせと、前々回指示された階調および前回指示された階調の
組み合わせとの双方が、予め定められた第１の組み合わせに該当しない場合、前回指示さ
れた階調から今回指示された階調への階調遷移を強調するように、今回の階調を補正し、
補正映像信号として出力して、１回の階調遷移強調によって所望の階調へ遷移させ、前回
指示された階調および今回指示された階調の組み合わせが、上記第１の組み合わせに該当
する場合、２回の階調遷移によって所望の値に到達させるように補正した補正映像信号を
出力すると共に、上記２回の階調遷移のうち、１回目の階調遷移を予備的な階調遷移にす
ることを特徴としている。
【００９４】
　さらに、上記構成に加えて、前回指示された階調が、最も低い輝度を示す０階調である
場合、上記１回目の階調遷移のために出力される補正後の階調は、予め定められた階調で
あってもよい。
【発明の効果】
【００９５】
　本発明に係る液晶表示装置の駆動方法は、以上のように、前回の階調と今回の階調との
組み合わせが、画素のある部分の階調が目標値を予め定める第１の許容値以上に超過しな
い程度に階調遷移を強調すると、画素の他の部分の階調が目標値に到達するまでの時間が
予め定める第２の許容値以上に長くなり、画素のある部分の階調が目標値に到達するまで
の時間が上記第２の許容値を下回る程度に階調遷移を強調すると、画素の他の部分の階調
が上記第１の許容値を超える組み合わせとして予め定められた第１の組み合わせに該当す
るか否かを判定する判定工程と、前回の階調と今回の階調との組み合わせが上記第１の組
み合わせに該当する場合、上記補正工程の前に、次回に指示される階調がいずれの階調で
あっても今回の階調と次回の階調との組み合わせが上記第１の組み合わせに該当しないよ
うに予め定められた第１の階調へ今回の階調を置換する第１の置換工程と、前々回の階調
と前回の階調との組み合わせが上記第１の組み合わせに該当する場合、上記補正工程の前
に、前回の階調を、前回の階調遷移によって到達する階調として予め定められた第２の階
調に置き換える第２の置換工程とを含んでいる方法である。
【００９６】
　それゆえ、上記方法では、前回の階調と今回の階調との組み合わせが上記第１の組み合
わせであると判定されると、今回の補正工程（１回目の補正工程）の前に、今回の階調が
上記第１の階調に置換され、次回の補正工程（２回目の補正工程）の前に、前回の階調が
上記第２の階調に置換される。
【００９７】
　ここで、上記第１の階調は、次回に指示される階調がいずれの階調であっても今回の階
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調と次回の階調との組み合わせが上記第１の組み合わせに該当しないように定められてい
るため、２回目の補正工程における階調遷移強調の程度を、白光りおよび角応答の双方が
発生しない程度に設定できる。したがって、上記前回の階調と今回の階調との組み合わせ
が上記第１の組み合わせであるにも拘わらず、次々回の階調が指定されるまで、すなわち
、２回の階調遷移によって、所望の階調に到達させることができる。
【００９８】
　この結果、上記方法は、前回の階調と今回の階調との組み合わせが上記第１の組み合わ
せであるにも拘わらず、１回の階調遷移強調によって所望の階調へ遷移するように試みる
方法において、応答時間が本願と同じになるように階調遷移強調の程度を設定し、黒尾引
きの発生を防止した場合と比較して、白光り発生の程度を抑えることができ、より表示品
質の高い液晶表示装置を実現できるという効果を奏する。
【図面の簡単な説明】
【００９９】
【図１】本発明の実施形態を示すものであり、画像表示装置の変調駆動処理部の要部構成
を示すブロック図である。
【図２】上記画像表示装置の要部構成を示すブロック図である。
【図３】上記画像表示装置に設けられた画素の構成例を示す回路図である。
【図４】上記画像表示装置に設けられた液晶セルを示すものであり、電圧無印加状態を示
す模式図である。
【図５】上記画像表示装置に設けられた液晶セルを示すものであり、電圧印加状態を示す
模式図である。
【図６】上記液晶セルの構成例を示すものであり、画素電極近傍を示す平面図である。
【図７】上記液晶セルにおいて、応答が速い領域と遅い領域との分布を示す図面である。
【図８】本実施の形態に対する比較例の画像表示装置の動作を示すものであり、階調遷移
を強調しなかった場合において、上記各領域の輝度、および、画素を駆動するための映像
データの時間変化を示すグラフである。
【図９】上記比較例の画像表示装置について、図８に示す動作とは異なる動作を示すもの
であり、液晶セルを駆動する際に１フレームで応答できるように階調遷移を強調した場合
において、上記各領域の輝度、画素の輝度および画素を駆動するための映像データの時間
変化を示すグラフである。
【図１０】上記比較例の画像表示装置について、図８に示す動作とは異なる動作を示すも
のであり、白光りが発生しない程度に階調遷移強調を抑制した場合において、上記各領域
の輝度、画素の輝度および画素を駆動するための映像データの時間変化を示すグラフであ
る。
【図１１】パネル温度が２０℃の場合の角応答発生エリアを示す図面である。
【図１２】パネル温度が１５℃の場合の角応答発生エリアを示す図面である。
【図１３】パネル温度が１０℃の場合の角応答発生エリアを示す図面である。
【図１４】パネル温度が５℃の場合の角応答発生エリアを示す図面である。
【図１５】本実施形態に係る画像表示装置の動作を示すものであり、上記各領域の輝度、
画素の輝度および画素を駆動するための映像データの時間変化を示すグラフである。
【図１６】本発明の他の実施形態を示すものであり、画像表示装置の変調駆動処理部の要
部構成を示すブロック図である。
【図１７】上記画像表示装置の動作を示すものであり、上記各領域の輝度、画素の輝度お
よび画素を駆動するための映像データの時間変化を示すグラフである。
【図１８】本発明のさらに他の実施形態を示すものであり、画像表示装置の変調駆動処理
部の要部構成を示すブロック図である。
【図１９】本発明の他の実施形態を示すものであり、画像表示装置の変調駆動処理部の要
部構成を示すブロック図である。
【図２０】本発明のさらに他の実施形態を示すものであり、画像表示装置の変調駆動処理
部の要部構成を示すブロック図である。
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【図２１】上記変調駆動処理部の変形例を示すブロック図である。
【図２２】本発明のさらに他の実施形態を示すものであり、画像表示装置の変調駆動処理
部の要部構成を示すブロック図である。
【図２３】上記液晶セルの他の構成例を示すものであり、画素電極を示す斜視図である。
【図２４】上記液晶セルのさらに他の構成例を示すものであり、画素電極近傍を示す平面
図である。
【図２５】上記液晶セルの別の構成例を示すものであり、画素電極を示す斜視図である。
【図２６】上記液晶セルのまた別の構成例を示すものであり、画素電極および対向電極を
示す斜視図である。
【図２７】上記液晶セルのさらに他の構成例を示すものであり、画素電極を示す平面図で
ある。
【発明を実施するための形態】
【０１００】
　〔第１の実施形態〕
　本発明の一実施形態について図１ないし図１５に基づいて説明すると以下の通りである
。すなわち、本実施形態に係る画像表示装置１は、垂直配向モードかつノーマリブラック
モードの液晶セルを駆動しているにも拘わらず、応答速度の向上と映像の劣化防止との双
方を実現可能な画像表示装置１である。
【０１０１】
　当該画像表示装置１のパネル（液晶表示装置）１１は、図２に示すように、マトリクス
状に配された画素ＰＩＸ(1,1) ～ＰＩＸ(n,m) を有する画素アレイ２と、画素アレイ２の
データ信号線ＳＬ１～ＳＬｎを駆動するデータ信号線駆動回路３と、画素アレイ２の走査
信号線ＧＬ１～ＧＬｍを駆動する走査信号線駆動回路４とを備えている。また、画像表示
装置１には、両駆動回路３・４へ制御信号を供給する制御回路１２と、入力される映像信
号に基づいて、上記階調遷移を強調するように、上記制御回路１２へ与える映像信号を変
調する変調駆動処理部（駆動装置）２１とが設けられている。なお、これらの回路は、電
源回路１３からの電力供給によって動作している。
【０１０２】
　以下では、変調駆動処理部２１の詳細構成について説明する前に、画像表示装置１全体
の概略構成および動作を説明する。また、説明の便宜上、例えば、ｉ番目のデータ信号線
ＳＬｉのように、位置を特定する必要がある場合にのみ、位置を示す数字または英字を付
して参照し、位置を特定する必要がない場合や総称する場合には、位置を示す文字を省略
して参照する。
【０１０３】
　上記画素アレイ２は、複数（この場合は、ｎ本）のデータ信号線ＳＬ１～ＳＬｎと、各
データ信号線ＳＬ１～ＳＬｎに、それぞれ交差する複数（この場合は、ｍ本）の走査信号
線ＧＬ１～ＧＬｍとを備えており、１からｎまでの任意の整数をｉとし、１からｍまでの
任意の整数をｊとすると、データ信号線ＳＬｉおよび走査信号線ＧＬｊの組み合わせ毎に
、画素ＰＩＸ(i,j) が設けられている。
【０１０４】
　本実施形態の場合、各画素ＰＩＸ(i,j) は、隣接する２本のデータ信号線ＳＬ(i-1) ・
ＳＬｉと、隣接する２本の走査信号線ＧＬ(j-1) ・ＧＬｊとで囲まれた部分に配されてい
る。
【０１０５】
　上記画素ＰＩＸ(i,j) は、例えば、図３に示すように、スイッチング素子として、ゲー
トが走査信号線ＧＬｊへ、ドレインがデータ信号線ＳＬｉに接続された電界効果トランジ
スタＳＷ(i,j) と、当該電界効果トランジスタＳＷ(i,j) のソースに、一方電極（後述す
る画素電極１２１ａ）が接続された画素容量Ｃｐ(i,j) とを備えている。また、画素容量
Ｃｐ(i,j) の他方電極（後述する対向電極１２１ｂ）は、全画素ＰＩＸ…に共通の共通電
極線に接続されている。上記画素容量Ｃｐ(i,j) は、液晶容量ＣＬ(i,j) と、必要に応じ
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て付加される補助容量Ｃｓ(i,j) とから構成されている。
【０１０６】
　上記画素ＰＩＸ(i,j) において、走査信号線ＧＬｊが選択されると、電界効果トランジ
スタＳＷ(i,j) が導通し、データ信号線ＳＬｉに印加された電圧が画素容量Ｃｐ(i,j) へ
印加される。一方、当該走査信号線ＧＬｊの選択期間が終了して、電界効果トランジスタ
ＳＷ(i,j) が遮断されている間、画素容量Ｃｐ(i,j) は、遮断時の電圧を保持し続ける。
ここで、液晶の透過率は、液晶容量ＣＬ(i,j) に印加される電圧によって変化する。した
がって、走査信号線ＧＬｊを選択し、当該画素ＰＩＸ(i,j) への映像データＤに応じた電
圧をデータ信号線ＳＬｉへ印加すれば、当該画素ＰＩＸ(i,j) の表示状態を、映像データ
Ｄに合わせて変化させることができる。
【０１０７】
　本実施形態に係る上記液晶表示装置は、液晶セルとして、垂直配向モードの液晶セル、
すなわち、電圧無印加時には、液晶分子が基板に対して略垂直に配向し、画素ＰＩＸ(i,x
) の液晶容量ＣＬ(i,j) への印加電圧に応じて、液晶分子が垂直配向状態から傾斜する液
晶セルを採用しており、当該液晶セルをノーマリブラックモード（電圧無印加時には、黒
表示となるモード）で使用している。
【０１０８】
　より詳細には、本実施形態に係る画素アレイ２は、図４に示すように、垂直配向（ＶＡ
）方式の液晶セル（液晶表示装置）１１１と、当該液晶セル１１１の両側に配された偏光
板１１２・１１３とを積層して構成されている。
【０１０９】
　上記液晶セル１１１は、各画素ＰＩＸにそれぞれ対応する画素電極１２１ａが設けられ
たＴＦＴ（Thin Film Transistor）基板１１１ａと、対向電極１２１ｂが設けられた対向
基板１１１ｂと、両基板１１１ａ・１１１ｂにて挟持され、負の誘電異方性を有するネマ
チック液晶からなる液晶層１１１ｃとを備えている。なお、本実施形態に係る画像表示装
置１は、カラー表示可能であり、上記対向基板１１１ｂには、各画素ＰＩＸの色に対応す
るカラーフィルタ（図示せず）が形成されている。
【０１１０】
　さらに、上記ＴＦＴ基板１１１ａには、液晶層１１１ｃ側の表面に垂直配向膜１２２ａ
が形成されている。同様に、上記対向基板１１１ｂの液晶層１１１ｃ側の表面には、垂直
配向膜１２２ｂが形成されている。これにより、上記両電極１２１ａ・１２１ｂ間に電圧
が印加されていない状態において、両基板１１１ａ・１１１ｂ間に配された液晶層１１１
ｃの液晶分子Ｍを、上記基板１１１ａ・１１１ｂ表面に対して略垂直に配向させることが
できる。
【０１１１】
　一方、両電極１２１ａ・１２１ｂ間に電圧が印加されると、液晶分子Ｍは、上記基板１
１１ａ・１１１ｂの法線方向に沿った状態（電圧無印加状態）から、印加電圧に応じた傾
斜角で傾斜する（図５参照）。なお、両基板１１１ａ・１１１ｂが対向しているので、特
に区別する必要がある場合を除いて、それぞれの法線方向および面内方向を、単に法線方
向あるいは面内方向と称する。
【０１１２】
　ここで、本実施形態に係る液晶セル１１１は、マルチドメイン配向の液晶セルであって
、各画素ＰＩＸが複数の範囲（ドメイン）に分割され、配向方向、すなわち、電圧印加時
に液晶分子Ｍが傾斜する際の方位（配向方向の面内成分）が、各ドメイン間で異なるよう
に制御されている。
【０１１３】
　具体的には、図６に示すように、上記画素電極１２１ａには、断面形状が山型で、面内
の形状がジグザグと略直角に曲がる突起列１２３ａ…が、ストライプ状に形成されている
。一方、上記対向電極１２１ｂには、面内の形状がジグザグと略直角に曲がるスリット（
開口部：電極が形成されていない部分）１２３ｂ…が、ストライプ状に形成されている。
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これらの突起列１２３ａとスリット１２３ｂの面内方向における間隔は、予め定められた
間隔に設定されている。また、上記突起列１２３ａは、上記画素電極１２１ａ上に感光性
樹脂を塗布し、フォトリソグラフィー工程で加工することで形成されている。さらに、上
記両電極１２１ａ・１２１ｂは、それぞれの基板１１１ａ・１１１ｂ上にＩＴＯ（ Indiu
m Tin Oxide ）膜を成膜した後、その上にフォトレジストを塗布して電極のパターンを露
光して現像した後エッチングすることにより形成されており、上記スリット１２３ｂは、
対向電極１２１ｂを形成する際に、スリット１２３ｂの部分を除くようにパターニングす
ることによって形成される。
【０１１４】
　ここで、突起列１２３ａの近傍では、液晶分子が、突起列１２３ａの斜面に垂直になる
ように配向する。加えて、電圧印加時において、突起列１２３ａの近傍の電界は、突起列
１２３ａの斜面に平行になるように傾く。ここで、液晶分子は、長軸が電界に垂直な方向
に傾くので、液晶分子は、基板表面に対して斜め方向に配向する。さらに、液晶の連続性
によって、突起列１２３ａの斜面から離れた液晶分子も斜面近傍の液晶分子と同様の方向
に配向する。
【０１１５】
　同様に、スリット１２３ｂのエッジ（スリット１２３ｂと対向電極１２１ｂとの境界）
近傍の領域では、電圧印加時において、基板表面に対して傾斜した電界が形成されるので
、液晶分子は、基板表面に対して斜め方向に配向する。さらに、液晶の連続性によって、
エッジ近傍の領域から離れた液晶分子もエッジ近傍の液晶分子と同様の方向に配向する。
【０１１６】
　これらの結果、各突起列１２３ａ…およびスリット１２３ｂ…において、角部Ｃと角部
Ｃとの間の部分を線部と称すると、突起列１２３ａの線部Ｌ１２３ａとスリット１２３ｂ
の線部Ｌ１２３ｂとの間の領域では、電圧印加時における液晶分子の配向方向の面内成分
は、線部Ｌ１２３ａから線部Ｌ１２３ｂへの方向の面内成分と一致する。
【０１１７】
　ここで、突起列１２３ａおよびスリット１２３ｂは、角部Ｃで略直角に曲がっている。
したがって、液晶分子の配向方向は、画素ＰＩＸ内で４分割され、画素ＰＩＸ内に、液晶
分子の配向方向が互いに異なるドメインＤ１～Ｄ４を形成できる。
【０１１８】
　一方、図４に示す両偏光板１１２・１１３は、偏光板１１２の吸収軸ＡＡ１１２と偏光
板１１３の吸収軸ＡＡ１１３とが直交するように配置されている（図６参照）。さらに、
両偏光板１１２・１１３は、それぞれの吸収軸ＡＡ１１２・ＡＡ１１３と、電圧印加時に
おける、上記各ドメインＤ１～Ｄ４の液晶分子の配向方向の面内成分とが、４５度の角度
をなすように配置されている（図６参照）。なお、図４では、直交し合う吸収軸ＡＡ１１
２と吸収軸ＡＡ１１３との例として、吸収軸ＡＡ１１２を紙面に平行な軸、吸収軸ＡＡ１
１３を紙面に直交する軸としているが、それぞれを９０°回転させて、吸収軸ＡＡ１１２
を紙面に直交する軸、吸収軸ＡＡ１１３を紙面に平行な軸としてもよい。
【０１１９】
　以上説明した画素アレイ２では、画素電極１２１ａと対向電極１２１ｂとの間に電圧を
印加している間、液晶セル１１１の液晶分子は、図５に示すように、基板法線方向に対し
て、電圧に応じた角度だけ傾斜配向している。これにより、液晶セル１１１を通過する光
には、電圧に応じた位相差が与えられる。
【０１２０】
　ここで、両偏光板１１２・１１３の吸収軸ＡＡ１１２・ＡＡ１１３は、互いに直交する
ように配置されている。したがって、出射側の偏光板（例えば、１１２）へ入射する光は
、液晶セル１１１が与える位相差に応じた楕円偏光になり、当該入射光の一部が偏光板１
１２を通過する。この結果、印加電圧に応じて偏光板１１２からの出射光量を制御でき、
階調表示が可能となる。
【０１２１】
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　さらに、上記液晶セル１１１では、画素内に、液晶分子の配向方向が互いに異なるドメ
インＤ１～Ｄ４が形成されている。したがって、あるドメイン（例えば、Ｄ１）に属する
液晶分子の配向方向に平行な方向から、液晶セル１１１を見た結果、当該液晶分子が透過
光に位相差を与えることができない場合であっても、残余のドメイン（この場合は、Ｄ２
～Ｄ４）の液晶分子は、透過光に位相差を与えることができる。したがって、各ドメイン
同士が、互いに光学的に補償し合うことができる。この結果、液晶セル１１１を斜め方向
から見た場合の表示品位を改善し、視野角を拡大できる。
【０１２２】
　これとは逆に、画素電極１２１ａと対向電極１２１ｂとの間に電圧を印加していない間
、液晶セル１１１の液晶分子は、図４に示すように、垂直配向状態にある。この状態（電
圧無印加時）では、法線方向から液晶セル１１１へ入射した光は、各液晶分子によって位
相差が与えられず、偏光状態を維持したままで液晶セル１１１を通過する。この結果、出
射側の偏光板（例えば、１１２）へ入射する光は、偏光板１１２の吸収軸ＡＡ１１２に略
平行な方向の直線偏光となり、偏光板１１２を通過することができない。この結果、画素
アレイ２は、黒を表示できる。
【０１２３】
　このように、本実施形態に係る画素アレイ２では、画素電極１２１ａと対向電極１２１
ｂとの間に電圧を印加することによって、基板表面に対して斜めの電界を発生させ、液晶
分子を傾斜配向させる。これにより、画素電極１２１ａへ印加する電圧レベルに応じて、
画素ＰＩＸの透過率を変更でき、階調表示できる。
【０１２４】
　一方、図２に示す走査信号線駆動回路４は、各走査信号線ＧＬ１～ＧＬｍへ、例えば、
電圧信号など、選択期間か否かを示す信号を出力している。また、走査信号線駆動回路４
は、選択期間を示す信号を出力する走査信号線ＧＬｊを、例えば、制御回路１２から与え
られるクロック信号ＧＣＫやスタートパルス信号ＧＳＰなどのタイミング信号に基づいて
変更している。これにより、各走査信号線ＧＬ１～ＧＬｍは、予め定められたタイミング
で、順次選択される。
【０１２５】
　さらに、データ信号線駆動回路３は、映像信号ＤＡＴとして、時分割で入力される各画
素ＰＩＸ…への映像データＤ…を、所定のタイミングでサンプリングすることで、それぞ
れ抽出する。さらに、データ信号線駆動回路３は、走査信号線駆動回路４が選択中の走査
信号線ＧＬｊに対応する各画素ＰＩＸ(1,j) ～ＰＩＸ(n,j) へ、各データ信号線ＳＬ１～
ＳＬｎを介して、それぞれへの映像データＤ…に応じた出力信号を出力する。
【０１２６】
　なお、データ信号線駆動回路３は、制御回路１２から入力される、クロック信号ＳＣＫ
およびスタートパルス信号ＳＳＰなどのタイミング信号に基づいて、上記サンプリングタ
イミングや出力信号の出力タイミングを決定している。
【０１２７】
　一方、各画素ＰＩＸ(1,j) ～ＰＩＸ(n,j) は、自らに対応する走査信号線ＧＬｊが選択
されている間に、自らに対応するデータ信号線ＳＬ１～ＳＬｎに与えられた出力信号に応
じて、それぞれの画素電極１２１ａへ印加する電圧レベルを制御する。これにより、各画
素ＰＩＸ(1,j) ～ＰＩＸ(n,j) の透過率が制御され、それぞれの輝度が決定される。
【０１２８】
　ここで、走査信号線駆動回路４は、走査信号線ＧＬ１～ＧＬｍを順次選択している。し
たがって、画素アレイ２の全画素ＰＩＸ(1,1) ～ＰＩＸ(n,m) を、それぞれへの映像デー
タＤが示す明るさに設定でき、画素アレイ２へ表示される画像を更新できる。
【０１２９】
　なお、上記画像表示装置１において、映像信号源Ｓ０から変調駆動処理部２１へ与えら
れる映像信号ＤＡＴは、フレーム単位（画面全体単位）で伝送されていてもよいし、１フ
レームを複数のフィールドに分割すると共に、当該フィールド単位で伝送されていてもよ
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いが、以下では、一例として、フィールド単位で伝送される場合について説明する。
【０１３０】
　すなわち、本実施形態において、映像信号源Ｓ０から変調駆動処理部２１へ与えられる
映像信号ＤＡＴは、１フレームを複数のフィールド（例えば、２フィールド）に分割する
と共に、当該フィールド単位で伝送されている。
【０１３１】
　より詳細には、映像信号源Ｓ０は、映像信号線ＶＬを介して、画像表示装置１の変調駆
動処理部２１に映像信号ＤＡＴを伝送する際、あるフィールド用の映像データを全て伝送
した後に、次のフィールド用の映像データを伝送するなどして、各フィールド用の映像デ
ータを時分割伝送している。
【０１３２】
　また、上記フィールドは、複数の水平ラインから構成されており、上記映像信号線ＶＬ
では、例えば、あるフィールドにおいて、ある水平ライン用の映像データ全てが伝送され
た後に、次に伝送する水平ライン用の映像データを伝送するなどして、各水平ライン用の
映像データが時分割伝送されている。
【０１３３】
　なお、本実施形態では、２フィールドから１フレームを構成しており、偶数フィールド
では、１フレームを構成する各水平ラインのうち、偶数行目の水平ラインの映像データが
伝送される。また、奇数フィールドでは、奇数行目の水平ラインの映像データが伝送され
る。さらに、上記映像信号源Ｓ０は、１水平ライン分の映像データを伝送する際も上記映
像信号線ＶＬを時分割駆動しており、予め定められた順番で、各映像データが順次伝送さ
れる。
【０１３４】
　また、上記映像信号源Ｓ０は、例えば、液晶テレビの場合、テレビ放送信号のチャネル
を選択し、選択されたチャネルのテレビ映像信号を出力するチューナ部である。一方、例
えば、コンピュータなどの外部機器からの映像信号を表示する液晶モニタの場合、上記映
像信号源Ｓ０は、当該外部機器からの映像信号を処理して、処理後のモニタ信号を出力す
る信号処理部である。
【０１３５】
　ここで、本実施形態に係る変調駆動処理部２１は、図１に示すように、入力端子Ｔ１か
ら入力される映像データを１フレーム分蓄積するフレームメモリ３１と、(1) 「上記入力
端子Ｔ１から入力される現フレームＦＲ(k) の映像データ」、および、(2) 「当該映像デ
ータと同じ画素ＰＩＸ(i,j) へ供給すべき映像データであって、しかも、上記フレームメ
モリ３１から読み出した前フレームＦＲ(k-1) の映像データ」に基づいて、前フレームＦ
Ｒ(k-1) から現フレームＦＲ(k) への階調遷移を強調するように、現フレームＦＲ(k) の
映像データを変調し、変調後の映像データ（補正映像データ）を、出力端子Ｔ２を介して
出力する補正工程を実行する変調処理部（補正手段）３２とを備えている。なお、出力端
子Ｔ２から出力された映像信号ＤＡＴ２は、図２に示す制御回路１２へ与えられ、データ
信号線駆動回路３は、補正映像信号ＤＡＴ２に基づき、各画素ＰＩＸ(i,j) を駆動する。
【０１３６】
　これにより、液晶セル１１１の応答速度が遅い場合であっても、前フレームＦＲ(k-1) 
から現フレームＦＲ(k) への階調遷移を強調することによって、画素ＰＩＸ(i,j) の輝度
を、より短い時間で、目的とする階調（現フレームＦＲ(k) の映像データＤ(i,j,k) が示
す階調）に到達させることができる。
【０１３７】
　ここで、本願の発明者は、垂直配向モードの液晶セルを備え、階調遷移を強調しながら
駆動する画像表示装置について、表示品質を向上させるべく、研究を重ねた結果、「垂直
配向モードの液晶セルの場合、垂直配向状態に近い液晶分子を傾斜させる際には、画素Ｐ
ＩＸ(i,j) 内に、応答速度の異なる領域が混在し、この場合には、階調遷移強調の程度を
いずれの値に設定しても、白光りが発生して表示品質を大幅に低下させるか、角応答が発
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生して数フレームに渡って画素ＰＩＸ(i,j) が目的とする値に到達しないため、表示品質
を低下させている」ことを見い出し、白光りを発生させずに、画素ＰＩＸ(i,j) の応答速
度を向上するために、図１に示すように、角応答対策処理部３３を設けた画像表示装置１
を完成するに至った。
【０１３８】
　具体的には、上述したように、本実施形態に係る画素アレイ２では、液晶セル１１１と
して、垂直配向モードの液晶セルが採用されており、当該液晶セル１１１をノーマリブラ
ックモード（電圧無印加時には、黒表示となるモード）で使用している。当該液晶セル１
１１では、上述したように、突起列１２３ａ…近傍の領域（図７に示す領域Ａ１）および
スリット１２３ｂ近傍の領域（Ａ２）の液晶分子は、斜め電界の影響を受けて斜め方向に
配向するのに対して、両者１２３ａ・１２３ｂから離れた領域Ｂの液晶分子の配向方向は
、液晶の連続性によって、上記領域Ａ１・Ａ２（以下では、領域Ａと総称する）の液晶分
子が配向した後で決定される。したがって、上記領域Ｂの応答速度は、領域Ａの応答速度
よりも遅くなっている。
【０１３９】
　ここで、領域Ｂであっても、液晶分子の配向方位（配向方向の面内成分）が既に決定さ
れていれば、上記領域Ａの応答速度と領域Ｂの応答速度との差は比較的小さい。ところが
、画素電極１２１ａへ電圧を印加していない状態では、いずれのドメインに属している液
晶分子であっても、各領域Ａ・Ｂの液晶分子は、略垂直に配向しており、配向方位が決定
されていない。また、画素電極１２１ａへ電圧を印加している状態であっても、例えば、
２５６階調表示可能な画素アレイ２において、３２階調以下の階調を表示するための電圧
を印加している場合のように、印加された電圧が低い場合には、領域Ｂの液晶分子の中に
は、配向方位が決定されていない液晶分子が残っている。これらの液晶分子は、配向方位
が決まっていないので、印加電圧が増加した後で、配向方位と傾斜角との双方が決定され
る。この結果、既に配向方位が決定しているため、傾斜角のみを決定すればよい液晶分子
に比べて応答速度が遅くなってしまう。
【０１４０】
　したがって、２５６階調表示可能な画素アレイ２において、３２階調以下の階調から、
より高いレベルの階調へと増加する階調遷移の場合のように、両電極１２１ａ・１２１ｂ
間の電圧が低い状態から液晶分子の傾斜角を増加させる場合には、例えば、図８に示すよ
うに、３２階調を超える階調レベルを始点とする場合と比較して、上記両領域Ａ・Ｂの応
答速度の差が大幅に大きくなっている。なお、図８は、階調遷移を強調せず、上記画素Ｐ
ＩＸ(i,j) を０階調から９６階調へと駆動した場合の映像データＤと、各領域Ａ／Ｂの輝
度ＴＡ・ＴＢとを示すグラフである。なお、図８～図１０、図１５および図１７では、輝
度を目標とする輝度（図の例では、９６階調の輝度）に正規化して図示している。
【０１４１】
　この場合に、図９に示すように、領域Ｂの輝度ＴＢが目的とする階調（現フレームＦＲ
(k) の映像データＤ(i,j,k) が示す階調）へ到達する程度に階調遷移を強調すると、領域
Ａの輝度ＴＡが目的とする階調を大幅に超過する。この結果、画素ＰＩＸ(i,j) 全体より
は面積が小さいため、輝度超過が視認されにくいにも拘わらず、領域Ａの輝度超過が白光
りとして、使用者に視認されてしまう。
【０１４２】
　一方、図１０に示すように、領域Ａの輝度ＴＡが目的とする階調を超過しても使用者に
視認されない程度に、階調遷移強調の程度を抑えると、領域Ｂの輝度ＴＢは、数フレーム
を経過しても、目的とする階調に到達することができない。この結果、画素ＰＩＸ(i,j) 
全体で見ると、画素ＰＩＸ(i,j) の輝度Ｔが数フレーム間、目的とする値を下回り、画像
表示装置１の使用者に黒尾引きとして、視認されてしまう。なお、本明細書では、この現
象、すなわち、階調遷移を強調して画素ＰＩＸ(i,j) を駆動したとしても、画素内の各領
域の応答速度の大幅な相違によって、画素ＰＩＸ(i,j) の階調が数フレームに渡って目的
とする階調に到達しないという現象を角応答と称する。
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【０１４３】
　このように、画素ＰＩＸ(i,j) 内に応答速度の大きく相異なる各領域が混在している場
合、現フレームＦＲ(k) の映像データＤ(i,j,k) および前フレームＦＲ(k-1) の映像デー
タＤ(i,j,k-1) を補正することなく、両映像データＤ(i,j,k) ・Ｄ(i,j,k-1) に基づいて
階調遷移を強調する構成では、白光り、または、角応答が発生してしまう。
【０１４４】
　ここで、白光りと比較すると、角応答を発生させた方が、表示品質が低下しない。した
がって、以下で説明する角応答対策処理部３３を備えない構成では、階調遷移強調の程度
を白光りが発生しない程度に抑えざるを得ず、画素ＰＩＸ(i,j) の表示階調が、数フレー
ムに渡って、目的とする階調を下回ってしまう。
【０１４５】
　これに対して、本実施形態に係る変調駆動処理部２１には、上記角応答を抑制するため
に、上記変調処理部３２へ入力される上記両映像データを補正する角応答対策処理部３３
が設けられている。
【０１４６】
　具体的には、上記角応答対策処理部３３には、上記入力端子Ｔ１およびフレームメモリ
３１から、それぞれ入力される両映像データＤ(i,j,k) およびＤ(i,j,k-1) の組み合わせ
が、角応答の発生エリアとして予め定められた特定の組み合わせか否かを判定する判定工
程を実行する判定処理部（判定手段）４１と、現フレームＦＲ(k) の判定結果Ｆ(i,j,k) 
が上記特定の組み合わせを示している場合（真の場合）、現フレームＦＲ(k) の映像デー
タＤ(i,j,k) に代えて、予め定められた第１の値Ｃ１を上記変調処理部３２へ出力する第
１の置換工程を実行する第１置換処理部（第１の置換手段、調整手段）４２と、現フレー
ムＦＲ(k) の判定結果Ｆ(i,j,k) を１フレーム分記憶する判定結果フレームメモリ４３と
、当該判定結果フレームメモリ４３から読み出した前フレームＦＲ(k-1) の判定結果Ｆ(i
,j,k-1) が真の場合に、前フレームＦＲ(k-1) の映像データＤ(i,j,k-1) に代えて、予め
定められた第２の値Ｃ２を上記変調処理部３２へ出力する第２の置換工程を実行する第２
置換処理部（第２の置換手段、調整手段）４４とが設けられている。
【０１４７】
　ここで、上記特定の組み合わせ（角応答発生エリア）は、画素内の各液晶分子の応答速
度の相違が大きく、両映像データＤ(i,j,k) およびＤ(i,j,k-1) を補正せずに変調駆動処
理部２１が補正映像データＤ２(i,j,k) を生成すれば、白光りが発生するか、角応答が発
生して、数フレーム以上に渡って画素ＰＩＸ(i,j) の表示階調が不足すると想定される組
み合わせである。
【０１４８】
　本実施形態では、角応答発生エリアは、例えば、上記領域Ａの到達階調が目的階調の１
１０％を超えないように階調遷移を強調すると、領域Ｂの階調が目的階調に到達するまで
の時間が３フレーム以上になり、領域Ｂの到達階調が目的階調に到達するまでの時間が３
フレームを下回るように階調遷移を強調すると、領域Ａの到達階調が目的階調の１１０％
を超える組み合わせとして設定されている。
【０１４９】
　また、上記第１の値Ｃ１は、次フレームＦＲ(k+1) の映像データＤ(i,j,k+1) がいずれ
の値であっても、現フレームＦＲ(k) の映像データＤ(i,j,k) と上記映像データＤ(i,j,k
+1) の組み合わせが上記特定の組み合わせに該当しないように予め定められている。
【０１５０】
　さらに、上記第２の値Ｃ２は、前々フレームＦＲ(k-2) から前フレームＦＲ(k-1) への
階調遷移を強調する際に、前々フレームＦＲ(k-2) の映像データＤ(i,j,k-2) が上記第１
の値Ｃ１の値に差し替えられた場合に、画素ＰＩＸ(i,j) の上述した境域Ｂが到達する階
調として、予め設定されている。
【０１５１】
　加えて、本実施形態では、画像表示装置１のパネル１１の温度を測定する温度センサ３
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４が設けられており、判定処理部４１は、温度センサ３４の測定したパネル温度に応じて
、上記特定の各組み合わせを変更している。また、本実施形態に係る変調処理部３２は、
上記パネル温度に応じて、階調遷移強調の程度を変更している。
【０１５２】
　これにより、判定処理部４１は、パネル温度の変動によって、液晶セル１１１の応答速
度が変化して、角応答の発生エリアが変化しても、何ら支障なく、前フレームＦＲ(k-1) 
の映像データＤ(i,j,k-1) から現フレームＦＲ(k) の映像データＤ(i,j,k) への階調遷移
が上記特定の組み合わせ（角応答発生エリア）に属しているか否かを判定できる。また、
変調処理部３２は、パネル温度の変動による応答速度の変化によって、適切な階調遷移強
調の程度が変化しても、何ら支障なく、現在のパネル温度にあった程度に階調遷移を強調
できる。
【０１５３】
　本実施形態に係る変調処理部３２は、ＬＵＴ（Look Up Table ）５１を備えており、当
該ＬＵＴ５１には、前フレームＦＲ(k-1) の映像データＤ(i,j,k-1) と現フレームＦＲ(k
) の映像データＤ(i,j,k) との組み合わせ、それぞれについて、当該組み合わせが入力さ
れた場合に、出力すべき補正映像データＤ２(i,j,k) が記憶されている。これにより、上
記各組み合わせに対応するデータを高精度に近似する式を少ない規模の回路で演算できな
い場合であっても、比較的小規模な回路で、上記両映像データＤ(i,j,k-1) およびＤ(i,j
,k) が入力されたときに当該組み合わせに応じたデータを高精度に出力できる。
【０１５４】
　なお、変調処理部３２は、上記両映像データＤ(i,j,k-1) およびＤ(i,j,k) の組み合わ
せ全てに対応するデータをＬＵＴ５１に記憶し、入力された組み合わせに対応するデータ
を出力することによって、補正映像データＤ２(i,j,k) を導出してもよいが、本実施形態
では、ＬＵＴ５１に必要な記憶容量を削減するために、上記ＬＵＴ５１が記憶している到
達階調は、全ての階調同士の組み合わせの到達階調ではなく、予め定められた組み合わせ
に制限されており、変調処理部３２は、補間演算によって補正映像データＤ２(i,j,k) を
導出している。すなわち、変調処理部３２には、ＬＵＴ５１に記憶された各組み合わせに
対応する補正映像データを補間して、上記両映像データＤ(i,j,k-1) およびＤ(i,j,k) の
組み合わせに対応する補正映像データＤ２(i,j,k) を算出する演算回路５２が設けられて
いる。一例として、前フレームＦＲ(k-1) の映像データＤ(i,j,k-1) および現フレームＦ
Ｒ(k) の映像データＤ(i,j,k) は、それぞれ、８つの領域に分けられており、各領域の両
端となる９つの映像データＤ(i,j,k-1) と、９つの映像データＤ(i,j,k) との組み合わせ
について、補正映像データが記憶されている。
【０１５５】
　また、本実施形態では、温度センサ３４の出力に応じて補正映像データＤ２(i,j,k) を
変更するために、複数のＬＵＴ５１が設けられており、演算回路５２は、温度センサ３４
の出力に応じて、補正映像データＤ２(i,j,k) を導出する際に参照するＬＵＴ５１を切り
換えている。
【０１５６】
　一例として、本実施形態に係る変調処理部３２は、５℃用、１０℃用、１５℃用および
２０℃用の４つのＬＵＴ５１を備えており、演算回路５２は、温度センサ３４の出力に応
じて、ＬＵＴ５１を切り換えている。なお、演算回路５２は、温度センサ３４の出力が示
す温度（現在のパネル温度）に最も近い温度用のＬＵＴ５１のみを参照して、補正映像デ
ータＤ２(i,j,k) を導出してもよいし、現在のパネル温度に近い２つの温度用のＬＵＴ５
１を参照して、それぞれから算出した補正映像データ間を補間して、補正映像データＤ２
(i,j,k) を算出してもよい。また、図１１～図１４は、映像データＤが２５６階調を表現
可能な場合（８ビットの場合）において、前フレームＦＲ(k-1) の映像データＤ(i,j,k) 
と現フレームＦＲ(k) の映像データＤ(i,j,k) との組み合わせに対応する補正映像データ
Ｄ２(i,j,k)の数値を示している。
【０１５７】
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　ここで、比較例として、角応答対策処理部３３のみを省略した画像表示装置では、上記
各温度において、角応答が発生する領域は、図１１～図１４中、破線で囲まれた領域Ｘお
よび一点鎖線で囲まれた領域Ｙであることが実験により確認されている。なお、図１１～
図１４において、領域Ｙは、角応答が発生していることが、輝度の測定値からは読み取れ
るものの、角応答の程度が、使用者に表示品質の低下を感じさせない程度に留まっている
領域であり、領域Ｘは、角応答に起因する表示品質の低下が使用者に認識される領域であ
る。
【０１５８】
　ここで、例えば、前フレームＦＲ(k-1) の映像データＤ(i,j,k-1) と現フレームＦＲ(k
) の映像データＤ(i,j,k) との組み合わせ、それぞれについて、領域ＸおよびＹか否かが
予め記憶されたＬＵＴを設けて判定してもよいが、回路規模を削減するために、本実施形
態に係る判定処理部４１は、上記映像データＤ(i,j,k-1) がしきい値Ｔ１より小さく、上
記映像データＤ(i,j,k) が所定の範囲にあり、しかも、Ｄ(i,j,k-1) ＜Ｄ(i,j,k) の場合
に、上記特定の組み合わせと判定している。
【０１５９】
　本実施形態に係る判定処理部４１は、パネル温度に応じて角応答発生エリアか否かの判
定を変更しており、上記現在のパネル温度が１５℃以上の場合、０≦Ｄ(i,j,k-1) ＜３２
、かつ、１６≦Ｄ(i,j,k) ＜９６、かつ、Ｄ(i,j,k-1) ＜Ｄ(i,j,k) のとき、角応答発生
エリアと判定する。一方、現在のパネル温度が１５℃を下回っている場合、０≦Ｄ(i,j,k
-1) ＜３２、かつ、３２≦Ｄ(i,j,k) ＜１６０、かつ、Ｄ(i,j,k-1) ＜Ｄ(i,j,k) のとき
、角応答発生エリアと判定する。
【０１６０】
　また、本実施形態では、上記第１の値Ｃ１は、角応答発生エリアの上限値（しきい値：
３２階調）に設定されている。さらに、上記第２の値Ｃ２は、第１の値Ｃ１と同じ値（３
２階調）に設定されており、変調処理部３２のＬＵＴ５１において、映像データＤ(i,j,k
-1) ＝Ｃ２に対応する記憶領域には、画素ＰＩＸ(i,j) の領域Ｂ（図７参照）を第１の値
Ｃ１へ到達させるための補正映像データＤ２(i,j,k) が格納されている。
【０１６１】
　上記構成において、前フレームＦＲ(k-1) から現フレームＦＲ(k) への階調遷移が角応
答発生エリアに該当する場合、判定処理部４１は、第１置換処理部４２へ指示して、現フ
レームＦＲ(k) の映像データＤ(i,j,k) を第１の値Ｃ１に置換させる。
【０１６２】
　これにより、例えば、図１０と同様に、画素ＰＩＸ(i,j) の階調が０→９６→９６へと
変化する映像信号ＤＡＴが入力された場合、判定処理部４１は、真を示す判定結果Ｆ(i,j
,k) を第１置換処理部４２へ出力する。これにより、図１５に示すように、現フレームＦ
Ｒ(k) において、変調処理部３２には、前フレームＦＲ(k-1) の映像データＤ(i,j,k-1) 
として、０階調が入力され、現フレームＦＲ(k) の映像データＤ(i,j,k) として、Ｃ１＝
３２階調が入力される。一方、変調処理部３２は、図中Ｄ２で示すように、０階調から３
２階調への階調遷移を強調する。なお、０から３２階調への階調遷移は、角応答発生エリ
アに入っているため、図７に示す領域Ｂが３２階調になるように変調処理部３２が階調遷
移を強調すると、領域Ａの階調は、３２階調を大幅に超過して、画素ＰＩＸ(i,j) 全体の
階調が３２階調を超えてしまうが、上述したように、現フレームＦＲ(k) の実際の映像デ
ータＤ(i,j,k) は、９６階調なので、上記階調遷移は、白光りとして使用者に認識される
ことはない。
【０１６３】
　一方、上記判定結果Ｆ(i,j,k) は、判定結果フレームメモリ４３に蓄積され、次のフレ
ームＦＲ(k+1) まで記憶されており、次のフレームＦＲ(k+1) において、前フレームＦＲ
(k) の判定結果Ｆ(i,j,k) として、第２置換処理部４４へ出力される。これにより、次の
フレームＦＲ(k+1) において、現フレームＦＲ(k+1) の映像データＤ(i,j,k+1) は、その
まま変調処理部３２へ入力され、前フレームＦＲ(k) の映像データＤ(i,j,k) は、第２の
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値Ｃ２に置換される。したがって、図１５の例では、変調処理部３２は、３２階調から９
６階調への階調遷移を強調するように、現フレームＦＲ(k+1) の映像データＤ(i,j,k+1) 
を補正する。
【０１６４】
　ここで、フレームＦＲ(k) での駆動によって、フレームＦＲ(k) からフレームＦＲ(k+1
) への階調遷移は、角応答発生エリアから外れている。したがって、フレームＦＲ(k) の
終了時点において、画素ＰＩＸ(i,j) は、領域ＡおよびＢの応答速度差が余りない状態、
すなわち、適切に階調遷移を強調すれば、画素ＰＩＸ(i,j) に白光りも黒尾引きも発生さ
せることなく、領域Ｂを十分な速度で応答させることができる状態になっている。したが
って、フレームＦＲ(k+1) において、補正映像データＤ２(i,j,k+1) により画素ＰＩＸ(i
,j) を駆動すれば、白光りも黒尾引きも発生させることなく、画素ＰＩＸ(i,j) の輝度を
目標とする階調（９６階調）に到達させることができる。
【０１６５】
　このように、本実施形態に係る変調駆動処理部２１は、前フレームＦＲ(k-1) から現フ
レームＦＲ(k) への階調遷移が角応答発生エリアに属する場合、現フレームＦＲ(k) の階
調遷移を予備的な階調遷移に留めるように調整する。具体的には、応答速度の遅い領域Ｂ
の階調が次フレームＦＲ(k+1) の階調遷移強調によって、現フレームＦＲ(k) の映像デー
タＤ(i,j,k) の示す階調付近に到達できる階調であって、しかも、画素ＰＩＸ(i,j) 全体
の表示階調を実質的に変化させない階調へと遷移するように調整する。
【０１６６】
　この結果、図９に示す場合と異なって、白光りが発生せず、しかも、図１０に示す場合
よりも画素ＰＩＸ(i,j) の応答時間を短縮でき、黒尾引きの発生も抑制できる。なお、図
１５では、０階調から９６階調への階調遷移を例にして説明したが、フレームＦＲ(k) で
は、現フレームＦＲ(k) の映像データＤ(i,j,k) の階調に拘わらず、図７に示す領域Ｂの
階調が第１の値Ｃ１へ到達するように、階調遷移が強調されている。したがって、例えば
、０階調から３２階調への階調遷移のように、現フレームＦＲ(k) の映像データＤ(i,j,k
) が第１の値Ｃ１に近い場合、当該フレームＦＲ(k) における画素ＰＩＸ(i,j) の輝度が
映像データＤ(i,j,k) を超過する虞れがある。
【０１６７】
　ところが、この場合であっても、角応答対策処理部３３を持たない構成において、画素
ＰＩＸ(i,j) の応答速度が同一になる程度に階調遷移を強調する場合と比較すると、白光
りの発生量は大幅に抑えられている。また、この場合は、現フレームＦＲ(k) の映像デー
タＤ(i,j,k) が第１の値Ｃ１に近く、比較的低い階調である。本実施形態では、上記第１
の値Ｃ１が３２階調と、一般的なγ設定（例えば、２．２）において、白輝度の１％程度
より小さく、十分暗い階調に設定されている。したがって、白光りが発生しても、使用者
に視認されにくい。これらの結果、角応答対策処理部３３を持たない構成と比較して、略
同様の表示品質であるにも拘わらず、応答速度を向上できる。
【０１６８】
　さらに、本実施形態では、第１の値Ｃ１は、それに対応する補正映像データがＬＵＴ５
１に格納されている値（図１１～図１４の例では、０、１６、３２…）のうちで、角応答
発生エリアの上限値（例えば、３２階調）に設定されている。なお、角応答エリアの上限
値は、次回に指示される階調がいずれの階調であっても今回の階調と次回の階調との組み
合わせが角応答発生エリアとならない階調のうち、最も小さい階調である。したがって、
角応答発生エリアの殆どで、白光りの発生を防止できる。
【０１６９】
　また、上記では、上記第２の値Ｃ２を第１の値Ｃ１と同じ値に設定し、変調処理部３２
のＬＵＴ５１の記憶領域のうち、映像データＤ(i,j,k-1) ＝Ｃ２に対応する記憶領域へ、
画素ＰＩＸ(i,j) の領域Ｂ（図７参照）を第１の値Ｃ１へ到達させるための補正映像デー
タＤ２(i,j,k) を格納する場合を例にして説明したが、これに限るものではない。例えば
、変調処理部３２のＬＵＴ５１の記憶領域のうち、映像データＤ(i,j,k-1) ＝Ｃ２に対応
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する記憶領域へ、画素ＰＩＸ(i,j) 全体の階調を第１の値Ｃ１へ到達させるための補正映
像データＤ２(i,j,k) を格納しておき、当該補正映像データＤ２(i,j,k) によって、画素
ＰＩＸ(i,j) の領域Ｂが到達する階調（例えば、２４階調）となるように、上記第２の値
Ｃ２を設定してもよい。この場合は、２回目の階調遷移、すなわち、第２置換処理部４４
が前フレームＦＲ(k) の映像データＤ(i,j,k) を第２の値Ｃ２に置換している階調遷移に
おいて、僅かに角応答が発生するものの、白光りの発生を完全に防止できる。
【０１７０】
　〔第２の実施形態〕
　第１の実施形態では、角応答発生エリアと判定された場合に、現フレームＦＲ(k) にお
いて、現フレームＦＲ(k) の映像データＤ(i,j,k) を、一定の値（第１の値Ｃ１）に置換
し、次フレームＦＲ(k+1) において、前フレームＦＲ(k) の映像データＤ(i,j,k) を一定
の値（第２の値Ｃ２）に置換する場合について説明したが、現フレームＦＲ(k) と次フレ
ームＦＲ(k+1) との双方において、階調遷移強調の程度を調整する方法は、これに限るも
のではない。前回の階調と今回の階調との組み合わせが、上記各領域における応答速度の
相違に基づく表示品質の劣化が発生すると予め定められた組み合わせに該当する場合、上
記表示品質の劣化を低減するように、今回の（つまり、前回指示された）階調遷移強調の
程度と次回の（つまり、今回指示された）階調遷移強調の程度との双方を調整（調整工程
）できれば、略同様の効果が得られる。
【０１７１】
　より詳細には、画素内に応答速度の異なる領域が混在する場合、一方領域に最適なよう
に階調遷移強調の程度を設定すると、当該階調遷移強調の程度が他方領域には最適ではな
くなるため、１回の階調遷移強調によって、画素の階調を今回指示された階調へと遷移さ
せようとすると、階調遷移を強調し過ぎて、白光りの発生する箇所が画素内に現れたり、
階調遷移を十分に強調できずに、応答時間が増大し、黒尾引きが発生したりして、表示品
質が劣化してしまう。
【０１７２】
　ところが、上記構成では、前回の階調と今回の階調との組み合わせが、上記各領域にお
ける応答速度の相違に基づく表示品質の劣化が発生すると予め定められた組み合わせに該
当する場合、今回の階調遷移強調の程度と次回の階調遷移強調の程度との双方を調整され
る。
【０１７３】
　このように、今回の階調遷移強調の程度だけではなく、次回の階調遷移強調の程度も調
整することによって、画素の階調を今回指示された階調へと遷移させるので、前回の階調
と今回の階調との組み合わせが上記第１の組み合わせであるにも拘わらず、１回の階調遷
移強調によって所望の階調へ遷移するように試みる構成において、応答時間が本願と同じ
になるように階調遷移強調の程度を設定した場合と比較して、白光り発生の程度を抑える
ことができ、より表示品質の高い液晶表示装置を実現できる。
【０１７４】
　本実施形態では、他の調整方法の例として、角応答発生エリアと判定された場合に、現
フレームＦＲ(k) において、現フレームＦＲ(k) の映像データＤ(i,j,k) に予め定められ
た値αを加算し、次のフレームＦＲ(k+1) において、前フレームＦＲ(k) の映像データＤ
(i,j,k) を予め定められた値βだけ減少させる構成について説明する。
【０１７５】
　すなわち、図１６に示すように、本実施形態に係る変調駆動処理部２１ａは、図１に示
す変調駆動処理部２１と略同様の構成であるが、第１および第２置換処理部４２・４４に
代えて、第１および第２演算処理部（第１および第２の演算手段、調整手段）４５・４６
が設けられており、第１演算処理部４５は、判定処理部４１が出力する判定結果Ｆ(i,j,k
) が真の場合、現フレームＦＲ(k) の映像データＤ(i,j,k) に上記αを加算する（第１の
演算工程、調整工程、加算手段、加算工程）。また、第２演算処理部４６は、判定結果フ
レームメモリ４３が出力する判定結果Ｆ(i,j,k-1) が真の場合、前フレームＦＲ(k-1) の
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映像データＤ(i,j,k-1) を上記値βだけ減少させてもよい（第２の演算工程、調整工程、
減算手段、減算工程）。
【０１７６】
　ここで、上記α、βの値は、白光りを発生させない範囲で、できるだけ大きな値に設定
することが望ましい。本実施形態では、白光りを発生させない範囲を、上述と同様に、領
域Ａの到達階調が目的階調の１１０％を超えない範囲としている。具体的には、上記値α
は、映像データＤ(i,j,k) が２５６階調を表現可能な場合、－１６＜α＜１６であり、よ
り好ましくは、２＜α＜１６、さらに好ましくは、４＜α＜１２に設定されている。また
、上記βは、２＜β＜１６であり、より好ましくは、２＜β＜１２、さらに好ましくは、
４＜β＜８に設定されている。なお、画素ＰＩＸにおいて、応答速度が速い領域Ａと遅い
領域Ｂとの間で、応答速度差が極めて大きく、上記αを正に設定すると、現フレームＦＲ
(k) の階調遷移を強調し過ぎ、上記両領域Ａ・Ｂの透過率の差が許容できない程度に広が
る場合は、上記αが－１６階調＜α＜０に設定される。
【０１７７】
　上記構成では、あるフレームＦＲ(k) において、角応答発生エリアと判定された場合、
次のフレームＦＲ(k+1) にて、第２演算処理部４６が前フレームＦＲ(k) の映像データＤ
(i,j,k) をβだけ減少させることによって、次フレームＦＲ(k+1) における階調遷移強調
の程度を増大させる。
【０１７８】
　ここで、現フレームＦＲ(k) の階調遷移が角応答発生エリアに属するため、次フレーム
ＦＲ(k+1) における領域Ｂ（図７参照）の階調は、目的とする階調に到達しておらず、目
的とする階調に到達している場合に適切な補正映像データＤ２(i,j,k) を変調駆動処理部
２１が出力すると、数フレームに渡って、画素ＰＩＸ(i,j) の階調が目的とする階調を下
回ってしまう。
【０１７９】
　ところが、上記構成では、現フレームＦＲ(k) の階調遷移が角応答エリアに属する場合
、第１演算処理部４５によって、現フレームＦＲ(k) の映像データＤ(i,j,k) に上述の範
囲に設定された値αを加算し、第２演算処理部４６によって、次フレームＦＲ(k+1) にお
ける階調遷移強調の程度を増大させている。
【０１８０】
　例えば、上記値αが８階調、上記値βが６階調に設定されており、図１０と同様に、画
素ＰＩＸ(i,j) の階調が０→９６→９６へと変化する映像信号ＤＡＴが入力された場合、
判定処理部４１は、真を示す判定結果Ｆ(i,j,k) を第１演算処理部４５へ出力する。これ
により、図１７に示すように、現フレームＦＲ(k) において、変調処理部３２には、前フ
レームＦＲ(k-1) の映像データＤ(i,j,k-1) として、０階調が入力され、現フレームＦＲ
(k) の映像データＤ(i,j,k) として、９６＋α＝１０４階調が入力され、当該変調処理部
３２は、図中Ｄ２で示すように、０階調から１０４階調への階調遷移を強調する。
【０１８１】
　ここで、０階調から１０４階調への階調遷移は、上述したように、角応答発生エリアな
ので、１回の階調遷移強調の程度しか調整しない場合は、図１０に示すように、白光りが
発生しないように階調遷移強調の程度を抑えると、角応答が発生し、黒尾引きとして、画
像表示装置１の使用者に視認されてしまう。
【０１８２】
　ところが、本実施形態では、次フレームＦＲ(k+1) において、前フレームＦＲ(k) での
判定結果Ｆ(i,j,k) が真なので、第２演算処理部４６は、前フレームＦＲ(k-1) の映像デ
ータＤ(i,j,k) として、９６－β＝９０階調を出力し、変調処理部３２は、９０階調から
９６階調への階調遷移を強調する。
【０１８３】
　この結果、黒尾引きの発生原因となっていた領域、すなわち、画素ＰＩＸ(i,j) 内の応
答速度の遅い領域Ｂの階調が、上記階調遷移強調によって引き上げられ、図１０に示す構
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成よりも早い時点で、目標とする階調（９６階調）へと引き上げられる。
【０１８４】
　このように、本実施形態では、現フレームＦＲ(k) の階調遷移によって、画素ＰＩＸ(i
,j) 全体の表示階調（上記両領域Ａ・Ｂの表示階調の平均値）は、現フレームＦＲ(k) の
映像データＤ(i,j,k) に近い値になり、次フレームＦＲ(k+1) の階調遷移によって、上記
領域Ｂの表示階調が、上記映像データＤ(i,j,k) が示す階調へと引き上げられる。したが
って、より速く、画素ＰＩＸ(i,j) の階調を目的とする階調に到達させることができる。
この結果、上記フレームＦＲ(k) の階調遷移が角応答発生エリアであるにも拘わらず、角
応答の発生を防止できる。
【０１８５】
　また、上記構成では、第２演算処理部４６が補正映像データＤ２(i,j,k) ではなく、変
調処理部３２へ入力される映像データＤ(i,j,k-1) を修正しているので、前フレームＦＲ
(k-1) の映像データＤ(i,j,k-1) および現フレームＦＲ(k) の映像データＤ(i,j,k) に関
係なく、第２演算処理部４６が映像データＤ(i,j,k-1) を上述の範囲に設定された値βだ
け減少させているにも拘わらず、補正映像データＤ２(i,j,k) の修正幅は、上記両映像デ
ータＤ(i,j,k) ・Ｄ(i,j,k-1) に応じて変化する。したがって、回路規模を増大させるこ
となく、低階調側の階調、すなわち、応答が遅く、より大きな補正が必要になる階調程、
補正映像データＤ２(i,j,k) を大きく修正できる。
【０１８６】
　以下に、上記第２の実施形態に記載の補正値であるαおよびβの各値をそれぞれ最適化
するに当たっての方策について説明する。応答速度の改善を第１の目的とすると補正値α
、βは大きければ大きいほど良いことになるが、目的階調に対し、１０％以上の誤差があ
ると白光りまたは黒尾引き（黒沈み）として観察者が視認できるため好ましくない。
【０１８７】
　補正αによって生じる応答の誤差は続くフィールドの補正βによって矯正しうるが、補
正βによって生じる応答の誤差は続くフィールドによって矯正されない。
【０１８８】
　また、補正βが有効に機能するためには、応答の遅いＢ領域が十分に引き上げられてい
なければならないので、その前段である補正αはなるべく大きい方がよい。
【０１８９】
　以上の観点から、補正値α、βは白光りおよび黒尾引きが目立たないように目的階調に
対し、９０％から１１０％の範囲で到達するように設定され、好ましくは、第１の補正で
Ｂ領域が十分に立ち上がるように補正値αは目的階調に対し１００％から１１０％さらに
好ましくは、目的階調に対し１０５％から１１０％程度に到達するように補正されるよう
に設定される。また、補正値βは最終的な補正であるから目的階調に対し９５％から１０
５％に到達するように設定されることが好ましく、さらに好ましくは１００％から１０５
％程度に到達するように設定される。
【０１９０】
　また、上記説明では視認の許容限界を約１０％においたが、この限界は液晶パネルの用
途によって多少変動する。すなわち、高品位のハイビジョンテレビ、ＰＣモニターなどで
は観察者の映像に対する許容度が低く誤差は１０％より小さくとどめなくてはならないし
、小型テレビ、モバイルテレビ等では、映像のなめらかさといった品位より、目的の情報
をはっきり読み取るなどの要請が相対的に高まるため１０％を多少越えてもより応答が速
くなるように設定する方が好まれることが多い。
【０１９１】
　また、階調によって応答速度が異なるため最適な補正値α、βが階調によって異なるこ
ともあり得る。様々な階調に対し最適な補正値を別の記憶手段によって保持するのは回路
規模の増大など応答改善効果に比較してコストの上昇が大きく余り好ましくないので、補
正値を適用する階調領域内でより多くの階調が上記観点からの最適補正範囲に収まるよう
に適当に調整された固定値であることが好ましい。もちろんこの固定値α、βを温度によ
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って変更することは問題とするほどのコスト増大はなく、むしろ当然であることはいうま
でもない。
【０１９２】
　〔第３の実施形態〕
　本実施形態では、前々フレームから前フレームへ階調遷移する際に画素ＰＩＸ(i,j) の
応答が不足している場合に、前フレームから現フレームへの階調遷移が角応答発生エリア
の階調遷移であったとしても、図１に示す角応答対策処理部３３による角応答対策処理を
中止する構成について説明する。
【０１９３】
　すなわち、図１８に示すように、本実施形態に係る変調駆動処理部２１ｂは、図１に示
す変調駆動処理部２１の構成に加えて、前フレームＦＲ(k-1) の映像データＤ(i,j,k-1) 
と現フレームＦＲ(k) の映像データＤ(i,j,k) とを比較する応答不足判定処理部６１と、
応答不足判定処理部６１の判定結果Ｆ２(i,j,k) を次のフレームＦＲ(k+1) まで記憶する
判定結果フレームメモリ６２とを備えている。応答不足判定処理部６１は、上記両映像デ
ータＤ(i,j,k-1) およびＤ(i,j,k) の組み合わせが、階調遷移を強調しても、画素ＰＩＸ
(i,j) の応答が不足し、画素ＰＩＸ(i,j) の階調が十分に低下しない組み合わせとして、
予め定められている組み合わせの場合、真、それ以外の場合は、偽を示す判定結果Ｆ２(i
,j,k) を出力する。一方、判定処理部４１に代えて設けられた判定処理部（判定手段）４
１ｂは、判定結果フレームメモリ６２から読み出した前フレームＦＲ(k-1) の判定結果Ｆ
２(i,j,k-1) が真であれば、角応答発生エリアか否かに拘わらず、偽の判定結果Ｆ(i,j,k
) を出力する。
【０１９４】
　上記応答不足判定処理部６１は、例えば、前フレームＦＲ(k-1) の映像データＤ(i,j,k
-1)の階調レベルよりも、現フレームＦＲ(k) の映像データＤ(i,j,k) の階調レベルが低
いとき、すなわち、輝度が低下する階調遷移（ディケイ）の場合に、真の判定結果Ｆ２(i
,j,k) を出力する。
【０１９５】
　ここで、前々フレームＦＲ(k-2) から前フレームＦＲ(k-1) への階調遷移の際、階調遷
移を強調しても画素ＰＩＸ(i,j) の階調が十分に低下していない場合、映像データＤ(i,j
,k-1) が応答速度差の大きい階調を示していたとしても、すなわち、図７に示す領域Ｂに
配向方位の決定されていない液晶分子の残っている階調を示していたとしても、実際には
、領域Ｂの配向方位が既に決定されているので、図７に示す両領域Ａ・Ｂの応答速度差は
少ない。したがって、前フレームＦＲ(k-1) から現フレームＦＲ(k) への階調遷移が角応
答発生エリアであったとしても、角応答が発生しない。
【０１９６】
　一方、角応答対策処理部３３が角応答対策処理として現フレームＦＲ(k) の映像データ
Ｄ(i,j,k) を第１の値Ｃ１に置換すると、画素ＰＩＸ(i,j) は、現フレームＦＲ(k) の映
像データＤ(i,j,k) ではなく、第１の値Ｃ１を目指して駆動される。したがって、応答速
度差が小さく、角応答対策処理部３３が角応答対策をしなくても角応答が発生しないにも
拘わらず、角応答対策処理部３３が角応答対策処理すると、画素ＰＩＸ(i,j) が目的とす
る階調に到達する時間が遅くなる虞れがある。
【０１９７】
　これに対して、本実施形態では、前々フレームＦＲ(k-2) から前フレームＦＲ(k-1) へ
の階調遷移の際、階調遷移を強調しても画素ＰＩＸ(i,j) の階調が十分に低下していない
場合、応答不足判定処理部６１が前フレームＦＲ(k-1) において真を示す判定結果Ｆ２(i
,j,k-1) を、判定結果フレームメモリ６２へ格納されているので、判定処理部４１ｂは、
前フレームＦＲ(k-1) から現フレームＦＲ(k) への階調遷移が角応答発生エリアだったと
しても、偽の判定結果Ｆ(i,j,k) を出力する。したがって、画素ＰＩＸ(i,j) は、角応答
発生エリア以外の場合と同様に、現フレームＦＲ(k) の映像データＤ(i,j,k) を目指すよ
うに駆動される。この結果、不要な角応答対策処理に起因する、画素ＰＩＸ(i,j) の応答
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時間の延長を防止できる。
【０１９８】
　なお、上記では、応答不足判定処理部６１が、前フレームＦＲ(k-1) から現フレームＦ
Ｒ(k) への階調遷移がディケイの場合に、真の判定結果Ｆ２(i,j,k) を出力していたが、
これに限るものではない。前フレームＦＲ(k-1) から現フレームＦＲ(k) へ階調遷移する
際に、階調遷移を強調しても画素ＰＩＸ(i,j) の応答が不足し、画素ＰＩＸ(i,j) の階調
が十分に低下しない場合に、真の判定結果Ｆ２(i,j,k) を出力できれば、同様の効果が得
られる。
【０１９９】
　例えば、応答不足判定処理部６１は、前フレームＦＲ(k-1) から現フレームＦＲ(k) へ
の階調遷移がディケイであり、しかも、両映像データＤ(i,j,k-1) ・Ｄ(i,j,k) の差が予
め定められた値以上のときに、真の判定結果Ｆ２(i,j,k) を出力してもよい。
【０２００】
　当該構成では、前フレームＦＲ(k-1) から現フレームＦＲ(k) への階調遷移がディケイ
であっても、上記両映像データＤ(i,j,k-1) ・Ｄ(i,j,k) の差が小さく、変調処理部３２
が当該階調遷移を強調することによって、画素ＰＩＸ(i,j) が十分な速度で応答できてい
ると推測される場合、角応答対策処理部３３による角応答対策処理が阻止される。したが
って、不要な角応答対策処理に起因する、画素ＰＩＸ(i,j) の応答時間の延長を防止でき
る。
【０２０１】
　〔第４の実施形態〕
　本実施形態では、第２の実施形態に係る角応答対策処理部３３ａに、上記応答不足判定
処理部６１を追加する構成について説明する。すなわち、図１９に示すように、本実施形
態に係る変調駆動処理部２１ｃは、図１６に示す変調駆動処理部２１ａの構成に加えて、
第３の実施形態と同様の応答不足判定処理部６１および判定結果フレームメモリ６２を備
えている。また、第３の実施形態と同様に、判定処理部４１に代えて判定処理部４１ｂが
設けられている。
【０２０２】
　ここで、第２の実施形態の場合は、角応答対策処理部３３ａによる角応答対策処理によ
って、次フレームＦＲ(k+1) において、前フレームＦＲ(k) の映像データＤ(i,j,k) を減
少させることによって、階調遷移強調の程度を増大している。したがって、角応答が発生
しないにも拘わらず、角応答対策処理すると、次フレームＦＲ(k+1) において、画素ＰＩ
Ｘ(i,j) の階調が、目標とする階調（映像データＤ(i,j,k+1) ）を超過して、白光りとし
て使用者に認識される虞れがある。
【０２０３】
　これに対して、本実施形態に係る変調駆動処理部２１ｃでは、第３の実施形態と同様に
、前々フレームから前フレームへ階調遷移する際に画素ＰＩＸ(i,j) の応答が不足してい
る場合、前フレームから現フレームへの階調遷移が角応答発生エリアの階調遷移であった
としても、上記角応答対策処理部３３ａによる角応答対策処理を中止する。この結果、不
要な角応答対策処理を防止でき、それによる白光りの発生を防止できる。
【０２０４】
　〔第５の実施形態〕
　ところで、第３および第４の実施形態では、前フレームＦＲ(k-1) から現フレームＦＲ
(k) への階調遷移の際に画素ＰＩＸ(i,j) に応答不足が発生するか否かを判定し、その判
定結果を次のフレームＦＲ(k+1) にまで記憶することによって、前々フレームＦＲ(k-2) 
から前フレームＦＲ(k-1) への階調遷移の際に画素ＰＩＸ(i,j) に応答不足が発生してい
たか否かを判定していた。
【０２０５】
　これに対して、本実施形態では、現フレームＦＲ(k) の映像データＤ(i,j,k) を次々フ
レームＦＲ(k+2) まで記憶すると共に、記憶されている前々フレームＦＲ(k-2) の映像デ
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ータＤ(i,j,k-2) と前フレームＦＲ(k-1) の映像データＤ(i,j,k-1) とを比較することに
よって、応答不足の発生を判定する構成について説明する。なお、当該構成は、第３およ
び第４の実施形態のいずれにも適用できるが、以下では、一例として、第３の実施形態に
適用した場合について説明する。
【０２０６】
　すなわち、図２０に示すように、本実施形態に係る変調駆動処理部２１ｄは、第３の実
施形態に係る変調駆動処理部２１ｂと略同様の構成であるが、現フレームＦＲ(k) の映像
データＤ(i,j,k) を次のフレームＦＲ(k+1) まで記憶するフレームメモリ３１に代えて、
現フレームＦＲ(k) の映像データＤ(i,j,k) を次々フレームＦＲ(k+2) まで記憶するフレ
ームメモリ３１ｄが設けられている。
【０２０７】
　また、本実施形態では、前フレームＦＲ(k-1) の映像データＤ(i,j,k-1) および現フレ
ームＦＲ(k) の映像データＤ(i,j,k) を比較する応答不足判定処理部６１に代えて、フレ
ームメモリ３１ｄから読み出した前々フレームＦＲ(k-2) の映像データＤ(i,j,k-2) と前
フレームＦＲ(k-1) の映像データＤ(i,j,k-1) を比較する応答不足判定処理部６１ｄが設
けられている。当該応答不足判定処理部６１ｄは、上記両映像データＤ(i,j,k-2) および
Ｄ(i,j,k-1) の組み合わせが、階調遷移を強調しても、画素ＰＩＸ(i,j) の応答が不足し
、画素ＰＩＸ(i,j) の階調が十分に低下しない組み合わせとして、予め定められている組
み合わせの場合、真、それ以外の場合は、偽を示す判定結果Ｆ２(i,j,k) を出力する。
【０２０８】
　さらに、本実施形態では、判定結果フレームメモリ６２が省略されており、判定処理部
４１ｂは、応答不足判定処理部６１ｄの判定結果Ｆ２(i,j,k) が真の場合、角応答発生エ
リアか否かに拘わらず、偽の判定結果Ｆ(i,j,k) を出力する。
【０２０９】
　なお、応答不足判定処理部６１ｄの判定方法は、前々フレームＦＲ(k-2) および前フレ
ームＦＲ(k-1) の映像データＤ(i,j,k-2) およびＤ(i,j,k-1) に基づいて判定する点を除
いて、第３の実施形態と同一である。また、フレームメモリ３１ｄは、応答不足判定処理
部６１ｄの判定に支障がない程度に、前フレームＦＲ(k-1) の映像データＤ(i,j,k-1) の
情報量を減らした後、次のフレームＦＲ(k+1) まで記憶してもよい。一例として、フレー
ムメモリ３１ｄは、例えば、前フレームＦＲ(k-1) の映像データＤ(i,j,k-1) のうちの一
部ビット（例えば、８ビット中の６ビットなど）を次のフレームＦＲ(k+1) まで記憶して
もよい。
【０２１０】
　上記構成でも、前々フレームＦＲ(k-2) から前フレームＦＲ(k-1) への階調遷移の際に
画素ＰＩＸ(i,j) に応答不足が発生していたと判定される場合、前フレームＦＲ(k-1) か
ら現フレームＦＲ(k) への階調遷移が角応答発生エリアであっても、角応答対策処理部３
３による角応答対策処理が阻止される。したがって、第３の実施形態と同様に、不要な角
応答対策処理を防止でき、それによる応答時間の延長を防止できる。
【０２１１】
　また、図２１に示すように、本実施形態の構成を第４の実施形態に適用した構成では、
前々フレームＦＲ(k-2) から前フレームＦＲ(k-1) への階調遷移の際に画素ＰＩＸ(i,j) 
に応答不足が発生していたと判定される場合、前フレームＦＲ(k-1) から現フレームＦＲ
(k) への階調遷移が角応答発生エリアであっても、角応答対策処理部３３ａによる角応答
対策処理が阻止される。したがって、第４の実施形態と同様に、不要な角応答対策処理を
防止でき、それによる白光りの発生を防止できる。
【０２１２】
　なお、上記第１ないし第５の実施形態では、画像表示装置１のパネル温度の変化に応じ
て、判定処理部４１（４１ｂ）の判定処理と変調処理部３２の階調遷移強調処理との双方
を変更する場合について説明したが、パネル温度が余り変化せず、判定処理または階調遷
移強調処理を変更しなくても、角応答および白光りの発生を抑制できる場合は、判定処理
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および階調遷移強調処理の少なくとも一方を当該パネル温度用の処理に固定してもよい。
【０２１３】
　〔第６の実施形態〕
　本実施形態に係る変調駆動処理部２１ｆは、図２２に示すように、角応答対策処理部３
３または３３ａに代えて、パネル温度に応じて、角応答対策処理部３３として動作するか
、あるいは、角応答対策処理部３３ａとして動作するかを切り換え可能な角応答対策処理
部３３ｆを備えている。なお、当該構成は、第１ないし第５のいずれの実施形態にも、第
１ないし第５のいずれの実施形態の少なくとも二つの組み合わせにも適用できるが、以下
では、第１の実施形態に適用した場合を例にして説明する。
【０２１４】
　すなわち、本実施形態に係る変調駆動処理部２１ｆは、第１の実施形態に係る変調駆動
処理部２１と略同一の構成であるが、第１および第２置換処理部４２・４４に代えて、第
１および第２置換／演算処理部４７・４８が設けられている。上記第１置換／演算処理部
（第１の置換手段、第１の演算手段、調整手段）４７は、パネル温度が予め定められたし
きい値よりも低い場合は、第１置換処理部４２として動作し、当該しきい値よりも高い場
合は、第１演算処理部４５として動作する。同様に、第２置換／演算処理部（第２の置換
手段、第２の演算手段、調整手段）４８は、上記パネル温度がしきい値よりも低い場合は
、第２置換処理部４４として動作し、高い場合は、第２演算処理部４６として動作する。
【０２１５】
　ここで、角応答対策処理部３３は、前フレームＦＲ(k-1) から現フレームＦＲ(k) への
階調遷移が角応答発生エリアの場合、現フレームＦＲ(k) の映像データＤ(i,j,k) ではな
く、第１の値Ｃ１を目指すように、階調遷移が強調される。したがって、次の階調遷移で
は、角応答も白光りの双方を抑制するように階調遷移を強調できる一方で、角応答対策処
理部３３を設けない構成に比べて、画素ＰＩＸ(i,j) の輝度の立ち上がりが遅くなる虞れ
がある。
【０２１６】
　一方、角応答対策処理部３３ａは、前フレームＦＲ(k-1) から現フレームＦＲ(k) への
階調遷移が角応答発生エリアの場合、現フレームＦＲ(k) の映像データＤ(i,j,k) に上記
値αを加算すると共に、次のフレームＦＲ(k+1) において、前フレームＦＲ(k) の映像デ
ータＤ(i,j,k) を上記値βだけ減少させている。したがって、前フレームＦＲ(k-1) から
現フレームＦＲ(k) への階調遷移において、目的とする階調に応じた階調（映像データＤ
(i,j,k) ＋α）を目指して階調遷移が強調され、角応答対策処理部３３が角応答対策処理
する場合と比較して、画素ＰＩＸ(i,j) の輝度の立ち上がりを速くできる。ただし、前フ
レームＦＲ(k-1) 、現フレームＦＲ(k) および次フレームＦＲ(k+1) の各映像データＤ(i
,j,k-1) 、Ｄ(i,j,k) およびＤ(i,j,k+1) の値がいずれの値であっても白光りも角応答も
発生させない範囲で、αおよびβを大きく設定することが難しい。この結果、例えば、パ
ネル温度が低温の場合など、角応答の発生を抑制するために、現フレームＦＲ(k) から次
フレームＦＲ(k+1) への階調遷移を大幅に強調する必要がある場合は、十分に角応答の発
生を抑制できなくなる虞れがある。
【０２１７】
　これに対して、本実施形態に係る角応答対策処理部３３ｆは、パネル温度が上記しきい
値以上であることを温度センサ３４の出力が示しており、角応答対策処理部３３ａでも、
十分に角応答の発生を抑制できる場合は、角応答対策処理部３３ａとして動作し、パネル
温度が上記しきい値よりも低く、角応答対策処理部３３ａでは十分に角応答の発生を抑制
できない場合、角応答対策処理部３３ｆは、角応答対策処理部３３として動作する。
【０２１８】
　この結果、パネル温度が上記しきい値以上の場合に、画素ＰＩＸ(i,j) の輝度の立ち上
がり速度を低下させずに白光りおよび角応答の発生を抑制できるにも拘わらず、上記しき
い値温度よりも低い場合であっても、白光りおよび角応答の発生を抑制できる。
【０２１９】
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　さらに、本発明に係る第１ないし第５のいずれの実施形態の少なくとも二つの組み合わ
せに適用した例としては、第１の実施形態（第１のサブシステム、第１のサブ工程）と、
第２の実施形態（第２のサブシステム、第２のサブ工程）とを上記パネル温度による前述
の判定手段の判定により切り換える、液晶表示装置の駆動装置および駆動方法が挙げられ
る。
【０２２０】
　なお、上記第１ないし第６の実施形態では、温度に拘わらず、前フレームＦＲ(k-1) か
ら現フレームＦＲ(k) への階調遷移が角応答発生エリアの場合、角応答対策処理部３３（
３３ａ・３３ｆ）が角応答対策処理する場合を例にして説明したが、角応答対策処理部３
３（３３ａ・３３ｆ）は、パネル温度が予め定められたしきい値を超えている場合に、角
応答対策処理を中止してもよい。ここで、当該しきい値は、図７に示す領域Ａの応答速度
と領域Ｂの応答速度との差が小さく、角応答対策処理しなくても、変調処理部３２が白光
りも角応答も発生させることなく、階調遷移を強調できる値に設定されている。したがっ
て、不要な角応答処理を防止できる。
【０２２１】
　また、上記各実施形態では、液晶セル１１１を図４ないし図６のように構成して、画素
における液晶分子の配向方向を４つに分割する場合について説明したが、これに限るもの
ではない。
【０２２２】
　例えば、図６に示す突起列１２３ａを画素電極１２１ａに形成する代わりに、スリット
１２３ｂを形成してもよい。また、対向電極１２１ｂにスリット１２３ｂを形成する代わ
りに、突起列１２３ａを形成してもよい。いずれの場合であっても、電圧印加時には、突
起列１２３ａまたはスリット１２３ｂの近傍に斜め方向の電界が形成され、当該電界によ
って、これらの部材（１２３ａまたはスリット１２３ｂ）の近傍（領域Ａ）の液晶分子は
、電界に応じて配向する。また、これらの部材から離れた領域（領域Ｂ）の液晶分子の配
向方向は、液晶の連続性によって、領域Ａの配向方向が決まった後に決定される。したが
って、画素アレイ２の液晶セルとして当該構成の液晶セルを使用した場合でも、上記各実
施形態と同様の効果が得られる。
【０２２３】
　また、他の構造として、図２３に示す画素電極１２１ａを用いた液晶セルでは、図６に
示す突起列１２３ａおよびスリット１２３ｂが省略されており、画素電極１２１ａに四角
錐状の突起１２４が設けられている。なお、当該突起１２４も、上記突起列１２３ａと同
様に、画素電極１２１ａ上に、感光性樹脂を塗布し、フォトリソグラフィー工程で加工す
ることによって形成できる。
【０２２４】
　この構成でも、突起１２４の近傍では、液晶分子が各斜面に垂直になるように配向する
。加えて、電圧印加時において、突起１２４の部分の電界は、突起１２４の斜面に平行に
なる方向に傾く。これらの結果、電圧印加時において、液晶分子の配向角度の面内成分は
、最も近い斜面の法線方向の面内成分（方向Ｐ１、Ｐ２、Ｐ３またはＰ４）と等しくなる
。したがって、画素領域は、傾斜時の配向方向が互いに異なる、４つのドメインＤ１～Ｄ
４に分割される。さらに、突起１２４から離れた領域（領域Ｂ）の液晶分子の配向方向は
、突起１２４近傍（領域Ａ）の液晶分子の配向方向が決定された後、液晶の連続性によっ
て決定される。したがって、当該構成の液晶セルであっても、領域Ｂの液晶分子の配向方
位が決定されていない状態では、既に配向方位が決定されている場合に比べて、領域Ａの
応答速度と領域Ｂの応答速度との差が大きくなる。この結果、画素アレイ２の液晶セルと
して当該構成の液晶セルを使用した場合でも、上記各実施形態と同様の効果が得られる。
【０２２５】
　なお、例えば、４０インチのような大型の液晶テレビを形成する場合、各画素のサイズ
は、１ｍｍ四方程度と大きくなり、画素電極１２１ａに１つずつ突起１２４を設けただけ
では、配向規制力が弱まり、配向が不安定になる虞れがある。したがって、この場合のよ
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うに、配向規制力が不足する場合には、各画素電極１２１ａ上に複数の突起１２４を設け
る方が望ましい。
【０２２６】
　さらに、例えば、図２４に示すように、対向基板１１１ｂの対向電極１２１ｂ上にＹ字
状のスリットを上下方向（面内で、略方形状の画素電極１２１ａのいずれかの辺に平行な
方向）に対称に連結してなる配向制御窓（電極が形成されていない領域）１２５を設けて
も、マルチドメイン配向を実現できる。
【０２２７】
　当該構成では、対向基板１１１ｂの表面のうち、配向制御窓１２５の直下の領域では、
電圧を印加しても、液晶分子を傾斜させる程の電界がかからず、液晶分子が垂直に配向す
る。一方、対向基板１１１ｂの表面のうち、配向制御窓１２５の周囲の領域では、対向基
板１１１ｂに近づくに従って、配向制御窓１２５を避けて広がるような電界が発生する。
ここで、液晶分子は、長軸が電界に垂直な方向に傾き、液晶分子の配向方向の面内成分は
、図中、矢印で示すように、配向制御窓１２５の各辺に略垂直になる。
【０２２８】
　また、当該構成でも、配向制御窓１２５から離れた領域（領域Ｂ）の液晶分子の配向方
向は、配向制御窓１２５近傍（領域Ａ）の液晶分子の配向方向が決定された後、液晶の連
続性によって決定される。したがって、当該構成の液晶セルであっても、領域Ｂの液晶分
子の配向方位が決定されていない状態では、既に配向方位が決定されている場合に比べて
、領域Ａの応答速度と領域Ｂの応答速度との差が大きくなる。この結果、画素アレイ２の
液晶セルとして当該構成の液晶セルを使用した場合でも、上記各実施形態と同様の効果が
得られる。
【０２２９】
　また、上記では、配向方向を４分割する場合について説明したが、図２５および図２６
に示すように、放射状配向の液晶セル１１１を用いても同様の効果が得られる。
【０２３０】
　具体的には、図２５に示す構造では、図２３に示す突起１２４に代えて、略半球状の突
起１２６が設けられている。この場合も、突起１２６の近傍では、液晶分子は、突起１２
６の表面に垂直になるように配向する。加えて、電圧印加時において、突起１２６の部分
の電界は、突起１２６の表面に平行になる方向に傾く。これらの結果、電圧印加時に液晶
分子が傾斜する際、液晶分子は、面内方向で突起１２６を中心にした放射状に傾きやすく
なり、液晶セル１１１の各液晶分子は、放射状に傾斜配向できる。なお、上記突起１２６
も、上記突起１２４と同様の工程で形成できる。また、上記突起１２４と同様に、配向規
制力が不足する場合には、各画素電極１２１ａ上に複数の突起１２６を設ける方が望まし
い。
【０２３１】
　当該構成でも、突起１２６から離れた領域（領域Ｂ）の液晶分子の配向方向は、突起１
２６近傍（領域Ａ）の液晶分子の配向方向が決定された後、液晶の連続性によって決定さ
れるので、画素アレイ２の液晶セルとして当該構成の液晶セルを使用した場合でも、上記
各実施形態と同様の効果が得られる。
【０２３２】
　また、図２６に示す構造では、図２３に示す突起１２４に代えて、画素電極１２１ａに
円形のスリット１２７が形成されている。これにより、電圧を印加した際、画素電極１２
１ａの表面のうち、スリット１２７の直上の領域では、液晶分子を傾斜させる程の電界が
かからない。したがって、この領域では、電圧印加時でも液晶分子は垂直に配向する。一
方、画素電極１２１ａの表面のうち、スリット１２７近傍の領域では、電界は、スリット
１２７へ厚み方向で近づくに従って、スリット１２７を避けるように傾斜して広がる。こ
こで、液晶分子は、長軸が垂直な方向に傾き、液晶の連続性によって、スリット１２７か
ら離れた液晶分子も同様の方向に配向する。したがって、画素電極１２１ａに電圧を印加
した場合、各液晶分子は、配向方向の面内成分が、図中、矢印で示すように、スリット１
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２７を中心に放射状に広がるように配向、すなわち、スリット１２７の中心を軸として軸
対称に配向できる。ここで、上記電界の傾斜は、印加電圧によって変化するため、液晶分
子の配向方向の基板法線方向成分（傾斜角度）は、印加電圧によって制御できる。なお、
印加電圧が増加すると、基板法線方向に対する傾斜角が大きくなり、各液晶分子は、表示
画面に略平行で、しかも、面内では放射状に配向する。また、上記突起１２６と同様に、
配向規制力が不足する場合には、各画素電極１２１ａ上に複数のスリット１２７を設ける
方が望ましい。
【０２３３】
　当該構成でも、スリット１２７から離れた領域（領域Ｂ）の液晶分子の配向方向は、ス
リット１２７近傍（領域Ａ）の液晶分子の配向方向が決定された後、液晶の連続性によっ
て決定されるので、画素アレイ２の液晶セルとして当該構成の液晶セルを使用した場合で
も、上記各実施形態と同様の効果が得られる。
【０２３４】
　また、画素電極１２１ａにおいて、電極が形成されていない部分（スリット）と電極が
形成されている部分とを逆転してもよい。具体的には、図２７に示す画素電極１２１ａで
は、複数のスリット１２８は、それぞれの中心が正方格子を形成するように配置されてお
り、１つの単位格子を形成する４つの格子点上に中心が位置する４つのスリット１２８に
よって実質的に囲まれる中実部（「単位中実部」と称する）１２９は、略円形の形状を有
している。それぞれのスリット１２８は、４つの４分の１円弧状の辺（エッジ）を有し、
且つ、その中心に４回回転軸を有する略星形に形成されている。なお、上記画素電極１２
１ａも、導電膜（例えばＩＴＯ膜）から形成されており、例えば、導電膜を形成後、スリ
ット１２８が上記形状になるように導電膜を除去するなどして、上記複数のスリット１２
８が形成される。また、上記スリット１２８は、１つの画素電極１２１ａ毎に複数形成さ
れているが、上記各中実部１２９は、基本的には、連続した単一の導電膜から形成されて
いる。
【０２３５】
　当該構成でも、画素電極１２１ａへ電圧を印加したときに、中実部１２９とスリット１
２８との境界近傍の領域（エッジ領域）に、基板表面に対して斜め方向の電界が形成され
、エッジ領域の液晶分子は、電界に応じた傾斜方向に傾斜する。さらに、上記エッジ領域
から離れた領域（領域Ｂ）の液晶分子の配向方向は、スリット１２８近傍（領域Ａ）の液
晶分子の配向方向が決定された後、液晶の連続性によって決定される。したがって、画素
アレイ２の液晶セルとして当該構成の液晶セルを使用した場合でも、上記各実施形態と同
様の効果が得られる。
【０２３６】
　なお、上記では、スリット１２８の中心が正方格子を形成するように配置されている場
合を例にして説明したが、これに限るものではなく、長方形の格子状など、他の形状であ
ってもよい。また、上記スリット１２７または中実部１２９が略円状の場合を例にして説
明したが、楕円状や方形状など、他の形状であってもよい。
【０２３７】
　いずれの場合であっても、電圧無印加時には、液晶分子を垂直方向に配向させると共に
、画素電極へ電圧を印加することによって、電極が形成されている部分と電極が形成され
ていない部分との境界近傍の領域（エッジ領域）に斜め方向の電界を形成し、当該電界に
よって液晶分子の配向方向を決定する液晶セルであれば、略同様の効果が得られる。
【０２３８】
　ただし、図２７に示すように、スリット１２８の中心が正方格子を形成し、中実部１２
９が略円形状であれば、画素ＰＩＸ(i,j) 内の液晶分子の配向方位を均等に分散させるこ
とができるので、より視野角特性の良好な画像表示装置１を実現できる。
【０２３９】
　また、上記実施形態では、変調駆動処理部を構成する各部材がハードウェアのみで実現
されている場合を例にして説明したが、これに限るものではない。各部材の全部または一
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部を、上述した機能を実現するためのプログラムと、そのプログラムを実行するハードウ
ェア（コンピュータ）との組み合わせで実現してもよい。一例として、画像表示装置に接
続されたコンピュータが、画像表示装置を駆動する際に使用されるデバイスドライバとし
て動作することによって、変調駆動処理部を実現してもよい。また、画像表示装置に内蔵
あるいは外付けされる変換基板として、変調駆動処理部が実現され、ファームウェアなど
のプログラムの書き換えによって、当該変調駆動処理部を実現する回路の動作を変更でき
る場合には、当該ソフトウェアを配布して、当該回路の動作を変更することによって、当
該回路を、上記実施形態の変調駆動処理部として動作させてもよい。
【０２４０】
　これらの場合は、上述した機能を実行可能なハードウェアが用意されていれば、当該ハ
ードウェアに、上記プログラムを実行させるだけで、上記実施形態に係る変調駆動処理部
を実現できる。また、上記プログラムは、コンピュータにて読み取り可能に記録媒体に記
録してもよい。
【０２４１】
　なお、上記では、垂直配向モードの液晶セルをノーマリブラックモードで駆動する液晶
表示装置の場合を例にして説明したが、これに限るものではない。画素内に応答速度の異
なる領域が混在する液晶表示装置であれば、応答速度の相違に起因する表示品質の劣化が
発生する階調遷移を、角応答の発生エリア（第１の組み合わせ）として設定することによ
って、略同様の効果が得られる。
【０２４２】
　また、本発明に係る液晶テレビは、以上のように、上記各構成のいずれかの液晶表示装
置の駆動装置と、それによって駆動される液晶表示装置と、チューナ部とを備えている。
ここで、上記液晶表示装置の駆動装置は、画素内に応答速度の異なる領域が混在する液晶
表示装置を駆動しているにも拘わらず、応答速度の向上と映像の劣化防止との双方を実現
できるので、動画の表示に好適である。したがって、上記液晶テレビは、チューナ部から
出力されるテレビ映像信号を好適に表示できる。
【０２４３】
　一方、本発明に係る液晶モニタは、以上のように、上記各構成のいずれかの液晶表示装
置の駆動装置と、それによって駆動される液晶表示装置と、信号処理部とを備えている。
ここで、上記液晶表示装置の駆動装置は、画素内に応答速度の異なる領域が混在する液晶
表示装置を駆動しているにも拘わらず、応答速度の向上と映像の劣化防止との双方を実現
できる。したがって、上記液晶モニタは、上記モニタ映像信号を好適に表示できる。
【０２４４】
　さらに、上記構成に加えて、上記調整手段は、第１の動作と第２の動作とのいずれを行
うかを、上記液晶表示装置の液晶パネルのパネル温度に応じて切り換え、上記第１の動作
は、応答速度の遅い領域の階調が上記補正手段による次回の補正の調整によって今回指示
された階調付近に到達できる階調であって、しかも、画素全体の表示階調を実質的に変化
させない階調へと遷移するように、上記補正手段による今回の補正を予備的に調整する動
作であり、上記第２の動作は、画素全体の輝度の平均値が今回指示された階調付近へ到達
するように、上記補正手段による今回の補正を調整すると共に、応答速度の遅い領域の階
調を今回指示された階調へ引き上げるように、上記補正手段による次回の補正を調整する
動作であってもよい。
【０２４５】
　当該構成によれば、パネル温度に応じて第１の動作および第２の動作を切り換えること
ができるので、パネル温度が変化しても、白光りおよび角応答の発生を抑制し続けること
ができる。
【０２４６】
　発明の詳細な説明の項においてなされた具体的な実施態様または実施例は、あくまでも
、本発明の技術内容を明らかにするものであって、そのような具体例にのみ限定して狭義
に解釈されるべきものではなく、本発明の精神と次に記載する特許請求事項との範囲内で
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【産業上の利用可能性】
【０２４７】
　本発明に係る液晶表示装置の駆動方法、液晶表示装置の駆動装置、上記駆動装置を有す
る液晶テレビ、上記駆動方法に基づくプログラムおよびそのプログラムを記録した記録媒
体は、以上のように、白光り発生の程度を抑えることができ、より表示品質の高い液晶表
示装置を実現できることによって、表示装置の分野に好適に利用できる。
【符号の説明】
【０２４８】
　１１　　　　　パネル（液晶表示装置）
　２１　　　　　変調駆動処理部（駆動装置）
　３２　　　　　変調処理部（補正手段）
　４１・４１ｂ　判定処理部（判定手段）
　４２　　　　　第１置換処理部（第１の置換手段・調整手段）
　４４　　　　　第２置換処理部（第２の置換手段・調整手段）
　４５　　　　　第１演算処理部（第１の演算手段・調整手段）
　４６　　　　　第２演算処理部（第２の演算手段・調整手段）
　４７　　　　　第１置換／演算処理部（第１の置換手段・第１の演算手段・調整手段）
　４８　　　　　第２置換／演算処理部（第２の置換手段・第２の演算手段・調整手段）
１１１　　　　　液晶セル
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